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はじめに 

本市は，国や他の地方公共団体と同様に，これまで多くの建築物やインフラなど公共施設を

整備してきました。しかし，これら公共施設の多くは，高度経済成長期を中心に整備されてき

ており，今後は老朽化のため大規模改修や更新・除却を行うことで，これまで以上に多大な費

用が必要になります。 

 

また，全国的に少子高齢化と人口減少が課題となってきており，本市においても，このこと

による人口構造の変化に伴い，施設ニーズが変化するとともに，施設配置の適正化が求められ

ることになります。それとともに，自主財源の減少や扶助費等の義務的経費の増大による財政

構造の硬直化が進むなど本市の財政状況も厳しくなると予想され，公共施設の維持・更新等に

要する費用の負担は，今後の財政運営における大きな課題の一つとなっています。 

 

本市のこれまでの取り組みとして，平成 28 年度に策定した本計画において今後の財政状況

や人口推移，既存施設の状況を分析しながら，将来にわたる課題などを客観的に整理し，長期

的な視点を持って公共施設等の総合的な管理を行いながら，関係各課が策定している公共施設

等の個別計画に基づいて実行してきました。 

 

また，平成 29 年度に策定した第 2次南九州市総合計画において，「人と自然が共生する 活

気あふれる 住みよいまち 南九州市」の基本理念を掲げ，住みたい・住み続けたいと思われ

るよう，子どもから高齢者まで市民一人ひとりが希望に満ちた，活気あふれる南九州市を目指

しながら，様々な施策が実施できるよう財源確保のためのライフサイクルコストの低減や平準

化を今後も図っていく必要があります。 

 

こうしたことから，本計画も 1 期 10 年の 5 年目を迎え，各施設等の個別計画との整合性を

図りながら施設等の長寿命化や適正化を行うことにより，将来世代に対し安心して継承するこ

とが出来るよう後期の見直し策定をいたしました。 

 

本計画の推進に当たりましては，必要な行政サービスを将来にわたって持続的に提供するた

め，市民の皆様のなお一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

令和 4 年 3 月 

南九州市長  塗 木 弘 幸 
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・ 今回の計画策定は，第 1期計画の見直しのため，令和 3年（2021 年）9

月末時点の公有財産台帳と施設調査票をもとに作成しています。特に

断りがない場合，「住民一人当たり」等の表現は，「令和 2年（2020 年）

10 月 1 日時点の国勢調査人口（確定値）」の人口を分母としています。 

・ 端数処理や四捨五入等の関係上，表中に記載の個別数字の合算値と合

計欄の数字が一致しない場合があります。 

・ 本計画書において年号は，原則として和暦で記載し，括弧書きで西暦を

併記します。また，図表中においては和暦または西暦のみを記載しま

す。 
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第１章 公共施設等総合管理計画について 

第１章  公共施設等総合管理計画について 

 計画策定の目的と位置づけ 

 計画策定の目的 

わが国における公共施設及びインフラは，その多くが都市化の進展や経済成長とともに一定期

間の中で集中的に整備されてきました。そのため，これらの公共施設等は老朽化が進み，近い将

来一斉に更新時期を迎え，更新に掛かるコストは膨大な財政負担となることが見込まれています。 

このような状況のもと，国では，「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・経済再生～」（平

成 25 年 6 月 14 日閣議決定）において，「新しく造ること」から「賢く使うこと」への重点化が課

題であるとし，平成 25 年 11 月「インフラ長寿命化基本計画」を策定しました。このなかで地方

公共団体に対しては，公共施設等の維持管理・更新などを着実に推進し，中長期的な取り組みの

方向性を明らかにするための「行動計画」の策定を求めることとなりました。 

さらに平成 26 年 4 月には，「行動計画」の策定を具体化する取り組みとして，総務省が全国の

地方公共団体に対し，「公共施設等総合管理計画」の策定要請を行いました。このなかで，すべて

の地方公共団体は，庁舎・学校・公営住宅などの公共施設，道路・橋梁・上下水道などのインフラ

資産といったすべての公共施設等を対象として，10 年以上の視点を持ち，財政見通しとライフサ

イクルコスト（LCC）※1に配慮した公共施設等総合管理計画を平成 28 年度（2016 年度）に策定し，

令和 3年度に見直し策定をすることにしました。 

本市は，平成 19 年 12 月 1 日に旧揖宿郡頴娃町，旧川辺郡知覧町及び川辺町が合併し誕生しま

した。高度経済成長からの社会情勢により，旧 3 町それぞれがインフラを含む公共施設等を整備

してきました。これらの多くは建設後 40 年ほど経過し老朽化が進んでおり，大規模改修や更新の

時期が来ています。 

財政面においては，高齢化社会への移行に伴う社会保障関係費の増加，合併に伴う国の財政措

置である地方交付税の合併算定替期間の終了による歳入の減少，これから一斉に更新時期を迎え

る公共施設等に関する更新費の集中が見込まれることから，公共施設等への財政負担の軽減や平

準化を図ることが急務となっています。また，人口構造の変化等による市民ニーズの変化や地域

事情の変化に伴う市全体としての公共施設等の需給バランスや配置などについても課題となって

おり，今後とも安全で持続的な市民サービスを確保・提供していくためには公共施設等を取り巻

く環境の変化に対応しながら，効果的・効率的な公共施設等の整備及び管理運営を実現していく

ことが必要となっています。そして，公共施設等の維持管理に関する問題を広く市民と共有して

いく必要があります。 

こうしたことから，本市における公共施設等の全体を把握するとともに，公共施設等を取り巻

く現状や将来にわたる課題などを客観的に整理し，長期的な視点を持って公共施設等の総合的か

つ計画的な管理を目指すことを目的として本管理計画を策定しています。  

                             
※1ライフサイクルコスト（LCC）：公共施設等の企画・設計から維持管理，廃棄に至る過程（ライフサイクル）

で必要なコストの総額。 
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第１章 公共施設等総合管理計画について 

 計画の位置づけ 

本計画は，「人と自然が共生する 活気あふれる 住みよいまち 南九州市」を基本理念とする

「第 2 次南九州市総合計画」の着実な推進を下支えするとともに，本市の公共施設等（建築物）

及びインフラ資産（道路・橋梁・下水道など）を将来にわたって総合的かつ計画的に維持管理し

ていくための基本的な方針として定めるものです。 

また「南九州市行政改革大綱」などとの連携を図ることにより，今後の各施設の個別計画の指

針となると同時に，本市全体の公共施設等の総合管理における横断的な役割を果たすものとなり

ます。 

 

図：公共施設等マネジメントと公共施設等総合管理計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 計画期間 

 計画期間 

本計画の期間は，平成 29 年度（2017 年度）から令和 8年度（2026 年度）までの 10 年間としま

す。本計画の策定後には，社会経済情勢の変化等を考慮し，4年経過後の令和 3年度（2021 年度）

に見直しを図り，個別計画等との調整を行いました。なお，施設更新費用（投資的経費）の推計

や目標の設定においては，長期的な視点での検討が必要なため 40 年間を採用していますので，引

き続き当初の推計を利用しています。 
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第１章 公共施設等総合管理計画について 

 対象施設 

本計画の対象とする公共施設等は，公共施設等（建築物）だけでなく，インフラ資産（道路，橋

梁（農林施設を含む））や公営企業会計等の建築物，インフラ資産（上下水道（管渠））も含んでい

ます。 

表：対象となる公共施設等について 

公共施設等 

会計区分 

 

建築物 インフラ 

一 般 

・学校教育系施設 

・市民文化系施設 

・社会教育系施設 

・子育て支援施設 

・公園（トイレ等） 

・行政系施設 

・公営住宅 

・保健・福祉施設 

・スポーツ・レクリエー

ション系施設 

・産業系施設 

・供給処理施設 

・その他施設 

・道路 

・橋梁 

・トンネル 

・港湾等 

公営企業等 
・上水道（ポンプ室等） 

・下水道（浄化センター等） 

・上水道（管渠） 

・下水道（管渠） 
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第１章 公共施設等総合管理計画について 

表：公共施設等一覧表【一般会計】 

 施設分類 施設例 

建
築
物 

学校教育系施
設 

小学校（頴娃地域 6，知覧地域 6，川辺地域 5）・中学校（頴娃地域 1，
知覧地域 1，川辺地域 1）・学校給食センター 

市民文化系施
設 

コミュニティセンター文化会館（頴娃地域 1，知覧地域 1，川辺地域 1） 
市民交流センターひまわり館・地区公民館（頴娃地域 6，知覧地域 7，
川辺地域 7） 

社会教育系施
設 

頴娃図書館・知覧図書館（総合交流促進施設_ちらん夢郷館）・頴娃歴史
民俗資料館・ミュージアム知覧・知覧特攻平和会館ほか 

子育て支援施
設 

頴娃幼稚園・知覧幼稚園 

公園 
長崎農村公園・南九州市農村公園・塘之池公園・両添公園・高田農村公
園・麓公園・知覧テニスの森公園ほか 

行政系施設 
頴娃庁舎・粟ヶ窪分団車庫ほか・知覧庁舎・永里分団車庫詰所ほか・川
辺庁舎・北区分団車庫詰所ほか 

公営住宅 公営住宅・一般住宅・特定公共賃貸住宅 

保健・福祉施設 
頴娃老人福祉センター・頴娃保健センター・知覧老人福祉センター・知
覧保健センター・第１児童館・川辺保健センター 

スポーツ・レク
リエーション
系施設 

えい中央温泉センター・えい別府温泉センター・頴娃運動公園・頴娃運
動公園体育館・頴娃武道館・夢-風の里アグリランドえい・知覧温泉セ
ンター・知覧平和公園・知覧体育館・知覧 B&G 海洋センター・知覧武道
館・ふれあいセンターわくわく川辺・オートキャンプ森のかわなべ・諏
訪運動公園・諏訪運動公園体育館・岩屋公園・森林馬事公苑・清水ツー
リズムの里・南九州市農村公園ほか 

産業系施設 

頴娃特産品開発研究センター・頴娃農業開発研修センター・頴娃農村婦
人の家・知覧特攻物産館・知覧農業振興センター・知覧農産物処理加工
施設・川辺やすらぎの郷・川辺農業構造改善センター・川辺経営研修施
設ほか 

供給処理施設 川辺清掃センター 

その他施設 火葬場・公衆便所・教職員住宅ほか 

イ
ン
フ
ラ 

道路 市道・農道等 

橋梁 他 橋梁 307 カ所・トンネル 1カ所・港湾 4カ所・樋門 14 カ所 

※スポーツ・レクリエーション系施設と公園は複合して施設が設置されているため同一の施設名
となっているものもあります。 

 

表：公共施設等一覧表【公営企業会計】 

建
築
物 

上水道 花園中継ポンプ場・共親管理室・新牧水源地管理棟ほか 

下水道 知覧中央浄化センター 

イ
ン
フ
ラ 

上水道（管渠） 管渠 734,014ⅿ 

下水道（管渠） 管渠 64,684ⅿ 
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第１章 公共施設等総合管理計画について 

  公共施設等総合管理計画と各施設等個別計画の役割 

 本計画では，市内全公共施設等に対しての現状と課題を分析し，長期的な視点での公共施設等

のマネジメントに関する基本的な考え方を示しており，各施設等の維持管理に関する今後の具体

的な取組みについては，下記の個別計画に掲載します。また，未策定の施設等個別計画について

は，引続き策定に向けて推進を図ります。 

 

≪各施設等個別計画一覧≫ 
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

第２章  公共施設の現況及び将来の見通し 

 人口の推移と見通し 

 人口の推移と見通し 

日本の総人口は平成 27 年（2015 年）の国勢調査で 1億 2709 万 5 千人と，大正 9年の調査開始

以来，初めての減少となりました。人口減少は今後も続き，令和 12 年（2030 年）には 

1 億 1,662 万人，令和 32 年（2050 年）には 1億人を割って 9,970 万人，令和 42 年（2060 年）に

は 8,590 万人になるものと予測されています。 

本市の総人口※2は，昭和 55 年（1980 年）の約 5万人と比較すると令和 22 年（2040 年）には約

2.4 万人に減少することが予測されています。 

また，年齢 3 階級別の令和 2 年（2020 年）から令和 22 年（2040 年）までの推計をみると，年

少人口（0 歳から 14 歳）の割合は 10%から 9%に減少，生産年齢人口（15 歳から 64 歳）の割合は

49%から 45%に減少，老齢人口（65 歳以上）の割合は 39%から 44%に増加することが予測されてお

り，少子高齢化が進行することが見込まれています。 

総人口の減少や少子高齢化の進行等の人口動態の変化によって，一人の老年人口を平成 22 年

（2010 年）には 1.6 人の生産年齢人口で支えていましたが，令和 22 年（2040 年）には 1.0 人の

生産年齢人口で支えることが予測されています。 

図：総人口と年齢 3階級別の割合の推移と見通し 

 

                             
※2令和 2年（2020 年）までは国勢調査の結果を基に作成。令和 7年（2025 年）から令和 22 年（2040 年）までの

推計値は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータに基づく推計値。 
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

 地域別人口の推移 

人口の推移※3を地域別にみると，令和 2年度（2020 年度）では，川辺地域が 35.9%と最も多く

の人口が居住しており，頴娃地域（32.2%），知覧地域（31.9%）と続いています。 

人口の推移を過去 10 年でみると，頴娃地域 2,237 人減（16.9%減），知覧地域 1,443 人減

（11.7%減），川辺地域 1,639 人減（11.8%減）で各地域とも減少しています。 

 

図：地域別人口の推移 

 

  

                             
※3住民基本台帳人口（各年度 10 月 1 日時点） 
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

 財政状況と見通し 

 歳入歳出の推移【一般会計】 

歳入の推移 

本市の歳入総額は，平成 24 年度（2012 年度）から令和 2年度（2020 年度）の 9年間で，約 215.2

億円から約 285.9 億円の間で推移しています。 

令和 2年度（2020 年度）の歳入の内訳をみると，地方交付税が約 78.5 億円で，地方税は約 16%

にあたる約 37.7 億円となっています。 

地方交付税などの「依存財源」※4の比率は平成 24 年度（2012 年度）の約 76.1%から令和 2年度

（2020 年度）の 69.7%まで下がっています。 

平成 27 年度（2015 年度）からは合併に伴う財政上の特例措置である，合併算定替による普通交

付税等の増加分が段階的に削減され，令和 2年度からは，一本算定となっています。 

図表：歳入実績 

 

 

図：合併算定替のイメージ 

 

                             
※4依存財源：国や県から交付される財源や借金等（地方交付税，国・県支出金，地方債等）。 

単位：億円 
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

歳出の推移 

本市の歳出総額は，平成 24 年度（2012 年度）から令和 2年度（2020 年度）の 9年間で，約 209.2

億円から 275.7 億円の間で推移しています。令和 2年度（2020 年度）はコロナウイルス感染症対

策関連経費で大幅に増加しました。人件費などの義務的経費※5比率は，平成 24 年度（2012 年度）

から令和 2年度（2020 年度）の 9年間で 40%～50%前後の間で推移しており，今後も 50%前後の高

止まりで推移することが予測されています。 

義務的経費の内訳をみると，平成 24 年度（2012 年度）から令和 2年度（2020 年度）にかけて

人件費は 9年間で約 38.6 億円から約 36.6 億円と減少しているのに対し，扶助費が約 35.9 億円

から約 47.5 億円と約 1.32 倍に増えています。扶助費は今後も増加傾向にあると見込まれます。

公共施設等（建築物）やインフラ整備などの投資的経費のうち普通建設事業費等の推移をみる

と，平成 24 年度（2012 年度）は 33.8 億円で，令和 2年度（2020 年度）は 23.4 億円と減少して

いますが，今後数年間は，大規模な建設事業が予定されていることから，一時的に増加すること

が見込まれます。 

図表：歳出実績 

 

図：扶助費（左）と普通建設事業費等（右）の推移 

   

                             
※5義務的経費：人件費，扶助費，公債費の合計額。 

単位：億円 
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

 施設の維持管理費（コスト）の状況 

建築物にかかる一般会計の維持管理費 

施設（一般会計分）の日常的な維持管理には，人件費等の施設を運営するために必要な「施設

運営にかかるコスト」が 5.3 億円/年，光熱水費等の施設を保有するために必要な「施設保有にか

かるコスト」が 7.7 億円/年，合計 13.0 億円/年の維持管理経費※6がかかっています。 

維持管理経費 13.0 億円/年は，市民一人当たり約 39,253 円※7の負担となっています。 

維持管理経費の内訳をみると，人件費が 20.8%，需用費が 26.5%，委託料（管理）が 27.3%を占

めています。 

維持管理経費全体に占める割合は，学校教育系施設が全体の 23.1%，次いで，スポーツ・レクリ

エーション系施設が 19.6%，社会教育系施設が 17.9％となっています。 

図表：建築物にかかる一般会計の維持管理費の内訳（2018 年度から 2020 年度の平均） 

 

 

 

 

図表：建築物にかかる維持管理経費の類型ごとの内訳 

 

 

  

                             
※6施設の維持管理費の集計は各施設（上下水道施設除く）から費用を積み上げて算定。 
※713.0 億円/33,118 人（令和 2年（2020 年）国勢調査人口（確定値）より。） 
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

「事業用資産」 

庁舎，学校施設，公営住宅，福

祉系施設など 

「インフラ資産」 

市道，農道，橋梁，公園など 

「減価償却率」 

減価償却累計額を取得原価で

割った率で，数値が高いほど老

朽化が進んでいます。 

建築物にかかる公営企業会計等の維持管理費 

公営企業会計等（上下水道施設）の「施設運営にかかるコスト」が 2.2 億円/年，光熱水費等の

施設を保有するために必要な「施設保有にかかるコスト」が 1.3 億円/年，合計 3.5 億円/年の維

持管理経費がかかっています。維持管理経費の内訳をみると，人件費が 34.3%，その他運営費等が

20.0%，需用費が 25.7%を占めています。 

図表：建築物にかかる公営企業会計等の維持管理費の内訳（2018 年度から 2020 年度の平均） 

 

 

 

図表：建築物にかかる維持管理経費の類型ごとの内訳 

 

 

 

 有形固定資産減価償却率の推移 

過去 4年間の減価償却率から見る施設の状況 

 

 

0%

50%

100%
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

 公共施設等の現状と課題 

 建築物の保有量比較 

類似自治体との比較 

総務省の調査に基づき，平成 26 年度（2014 年度）末の公共施設延床面積と住民一人あたり延床

面積を全国の類似団体と比較をしました。 

ここでいう類似団体とは，以下の 3つの条件を満たす 21 団体を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

本市の公共施設等延床面積は，21 市中 10 番目になっています。住民一人当たり延床面積は，一

人当たり 6.6 ㎡と 21 市町中 12 番目に位置しています。 

図：類似都市 21 都市の公共施設等延床面積と住民一人当たり延床面積の比較※8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                             
※8総務省「公共施設状況調査経年比較表」から，平成 26 年度（2014 年度）末の公有財産（建物）のうち，行政

財産の総面積合計の比較を行っています。なお，住民一人当たり延床面積に用いた人口は，平成 27 年（2015

年）10 月 1日時点の国勢調査人口（確定値）を分母として算定しています。 

【条件 1】 ---- 総務省団体類型Ⅰ－０ 

人口 5万人未満で，産業構造がⅡ次，Ⅲ次産業の合計が 95%未満かつⅢ次産業

が 55%未満の都市。 

【条件 2】 ---- 人口規模が類似している（3万人以上 4万人以下）都市。 

（平成 27 年（2015 年）10 月 1 日時点の国勢調査（確定値）から判定） 

【条件 3】 ---- 平成 11 年以降に合併している。 
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

 建築物の保有状況及び年度別整備状況 

建築物の保有状況（延床面積） 

本市が所有する公共施設等（建築物）の整備状況は， 462 施設，延床面積の合計は約 25.2 万㎡

を有しています。そのうち学校教育系施設が約 8.4 万㎡と全体の 33.2%，公営住宅が約 4.1 万㎡

の 16.2％，スポーツ・レクリエーション系施設が約 2.8 万㎡の 11.0％を占めています。 

表：建築物の類型ごとの保有状況※9  

 

図：建築物の類型ごとの割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度別整

                             
※9 築後年数値は，類型ごとの全建物の平均値。一人当たりの延床面積に用いた人口は令和 2年（2020 年）10 月

1日時点の国勢調査人口（確定値）を分母として算定しています。 
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

備状況 

建築年度別にみると，築 30 年以上経過した施設が延床面積全体の約 51.3%を占めており，今後

10 年から 20 年以内にこれらの施設の大規模改修，更新時期が一斉に到来します。 

本市の施設整備のピークは 2時期であり，昭和 51 年度（1976 年度）から昭和 61 年度（1986 年

度）がピーク①となり，建築物の延床面積の 31.4%が建築され，平成 2 年度（1990 年度）から平

成 11 年度（1999 年度）がピーク②となり，建築物の延床面積の 32.1%が建築されています。 

図：建築物の類型ごとの築年別の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表：経過年数別の延床面積 

   

 

 

                  

  

 

 

 

※5 年前と比べると総

延床面積は 8,876 ㎡減

っていますが，50年以

上経過した施設の延床

面積は 2 倍以上になっ

ています。 
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

 インフラ資産の保有状況及び年度別整備状況 

インフラ資産※10（道路，橋梁，港湾，樋門，上水道，下水道）の保有状況 

本市のインフラ資産の保有状況は以下のとおりです。 

 

道路 

・ 市道認定道路は，実延長約 1,202,824m，道路部面積では約 6,982,489 ㎡を保有しており，林

道の実延長は約 103,190m，農道の実延長は約 243,400m を保有しています。 

 

 

 

 

 

出典：道路現況調書 

 

橋梁 

・ 橋梁は，307 橋が整備され，総延長約 4,692m，総面積約 31,113 ㎡を保有しています。 

・ 橋梁を年度別整備状況からみると，建築から 60 年を経過した橋梁は 55 橋となり，橋長は 

617m，面積は 2,958 ㎡であり橋梁全体の面積の 9.5%を占めています。 

橋梁数 307 橋 

総延長 4,692ｍ 

総面積 31,113 ㎡ 

出典：「南九州市橋梁長寿命化修繕計画」及び橋梁調書 

図：橋梁の年度別整備状況                         （面積㎡） 

 

 

                             
※10令和 3年 4 月 1日時点 

道路種別 道路実延長 道路面積 

認定市道 1,202,824ｍ 6,982,489 ㎡ 

林道 103,190ｍ  

農道 243,400ｍ  
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

港湾                                        

港湾は聖ヶ浦港・松ヶ浦港・東塩屋港・西塩屋港の 4港湾を保有しています。 

 整備開始から松ヶ浦港は 40 年が，東塩屋港は 33 年が経過しています。 

 

 

樋門                                        

樋門は川辺地域の 2級河川に設置されており 14 樋門を保有しています。 

 古い施設は昭和 55 年に設置され 40 年が経過してます。 

 

上水道 

・ 上水道事業においては，平成 29 年度に経営の一元化を図るため，南九州市上水道事業（知

覧・川辺地域及び頴娃地域の一部）を軸に頴娃地域の簡易水道 12 事業及び飲料水供給施設 2

地区と統合しました。 

・ 上水道施設の管渠は，昭和 50 年（1975 年）代を中心に整備され，導水管は 11,687m，送水管

が 76,704m，配水管は 645,623m であり，総延長約 734,014m を保有しています。 

図表：上水道施設（管渠）の管径別整備状況（m） 

 

下水道 

・ 下水道の管渠は，公共下水道及び農業集落排水を合わせて総延長 64,684ｍを保有しています。 

・ 下水道施設（管渠）の管径別整備状況をみると，管径 150mm の管渠が 47,593m となり全体の

73.5%，管径 200mm の管渠が 10,575m となり全体の 16.3%を占めています。 

 

 

 

出典：「港湾維持管理計画書」

及び港湾台帳 
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

図表：下水道施設（管渠）の管径別整備状況（m） 

 

 

 公共施設等の普通建設事業費の推移 

更新可能額 

本市における過去 5年間の普通建設事業費のうち公共施設等（建築物）整備やインフラ（道路・

橋梁）整備に充てられてきた費用の平均を算出しました。 

普通建設事業費のうち，公共施設（建築物）整備やインフラ整備に充てられてきた費用は，平

成 28 年度（2016 年度）から令和 2年度（2020 年度），過去 5年間の普通建設事業費の実績から平

均 25.0 億円/年※11（普通建設事業費全体の 94.7%）となっています。 

過去 5年間の公共施設整備費及びインフラ整備費は，公共施設（建築物）で平均 12.0 億円/年，

インフラで平均 13.0 億円/年となっており，この額が現状の公共施設等の更新費に充当できる可

能額と考えることができます。 

図：普通建設事業費の内訳と推移 

 

                             
※11過去 5年間の決算統計の普通建設事業費の内訳より，公共施設（建築物）整備費は「総務費，民生費，労働

費，商工費，土木費のうち住宅部分，消防費，教育費」の合計，インフラ整備費は「土木費（道路，橋梁，都

市計画）」の合計。 

 
（建築物）    
平均 12.0 億円/年（45.4%） 

 

（インフラ）  
平均 13.0 億円/年
（49.2%） 
 

（公共施設等全体） 
平均 25.0 億円/年（94.7%） 
 

※カッコ内は普通建設事
業費の中での割合 

年間更新可能額 
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

 公共施設等の将来更新費推計の考え方（2017 年から 2056 年）   

本市が所有する公共施設等について，総務省の公共施設等更新費用試算ソフトに基づき，将来

も現在と同様に維持・更新した場合に必要な更新費用を試算します。 

 

公共施設等（建築物）の更新費推計の考え方 

公共施設等の建築物耐用年数については，日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」

による 60 年を採用します。また，対象とする公共施設等（建築物）は普通会計に係る建物としま

した。 

建物の耐用年数は 60 年と仮定しますが，建物附属設備（電気設備，昇降機設備等）及び配管の

耐用年数がおおむね 15 年であることから 2 回目の改修である建設後 30 年で建物の大規模改修を

行い，その後 30 年で建替えると仮定します。 

大規模改修費については築 30 年を経過した年から 2年間で均等に歳出し，建替え費については

築 60 年を経過した年から 3年間で均等に歳出すると仮定します。 

なお，試算の時点で，建設時から築 31 年以上 50 年以下の建築物については，今後 10 年間で均

等に大規模改修を行うと仮定し，築 51 年以上経過している施設については建替えの時期が近いた

め，大規模改修は行わずに 60 年を経た年度に建替えると仮定します。 

また，100 ㎡以下の施設は，施設用途的に大規模改修は現実的ではないため大規模改修費を除外

し，建替え費での試算とします。 

図：公共施設等(建築物)の将来更新費推計の考え方（総務省公共施設等更新費用試算ソフト）※

12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                             
※12 http://management.furusato-ppp.jp/?dest=info 

 ＜通常の更新イメージ＞

＜長寿命化のイメージ＞

竣工時

防水・外壁改修

竣工時 建替え（50年）

改修①

（15年目）

修繕・改修（15～40年目）

改修②

（45年目）

建替え（60年）

竣工時 １０年 ２０年 ３０年 ４０年 ５０年 ６０年

防水・外壁改修

大規模改修（30年目）

防水・外壁改修

給排水設備・電気設備等

給排水設備・電気設備

内装改修等
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

・ 施設の用途分類ごとに以下の単価を適用し，大規模改修費，建替え費を算出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設等（インフラ）の更新費推計の考え方 

・ 道路は，整備面積を更新年数で割った面積を１年間の舗装部分の更新量と仮定し，更新単価

を乗じることにより更新費用（舗装部分の打換え）を試算します。 

 

 

 

 

・ 橋梁は，面積に更新単価を乗じることにより，更新費用（架替え）を試算します。 

 

 

 

 

 

 

・ 上水道は，更新年数経過後に現在と同じ延長で更新すると仮定し，導水管，送水管，配水管

の種別ごとに，管径（口径）別，年度別，延長にそれぞれの更新単価を乗じることにより更

新費用を試算します。 

 

 

 

 

 

・ 下水道は，更新年数経過後に現在と同じ延長で更新すると仮定し，管径別，年度別，延長に

それぞれの更新単価を乗じることにより更新費用を試算します。 

 

 

 

 

 

 

  

道路
種別 単価 耐⽤年数

⼀般道路 4,700円／㎡
自転⾞歩行者道 2,700円／㎡

15年

橋梁
構造 単価 耐⽤年数

PC 425千円／㎡
RC 425千円／㎡
鋼橋 500千円／㎡
石橋 425千円／㎡
その他 425千円／㎡

60年

上水道
種別 管径 単価 耐⽤年数

〜300ｍｍ未満 100千円／ｍ
300〜500ｍｍ未満 114千円／ｍ

〜150ｍｍ以下 97千円／ｍ
〜200ｍｍ以下 100千円／ｍ

導水管及び送水管

配水管
40年

下水道
管径 単価 耐⽤年数

250mm以下 61千円／ｍ
251〜500mm 116千円／ｍ
501〜1000mm 295千円／ｍ
1001〜2000mm 749千円／ｍ
2001〜3000mm 1690千円／ｍ

3001mm以上 2347千円／ｍ
※総量のみ把握の場合、124千円／ｍ

50年

⽤途分類 大規模改修単価
(築30年後）

建替え単価
（築60年後）

市⺠⽂化系施設、社会教育系施設、行政系
等施設、産業系施設 25 万円／㎡ 40 万円／㎡

スポーツ・レクリエーション系等施設、保健・福祉
施設、供給処理施設、その他 20 万円／㎡ 36 万円／㎡

学校教育系、子育て支援施設等、公園 17 万円／㎡ 33 万円／㎡

公営住宅 17 万円／㎡ 28 万円／㎡
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

 公共施設等（建築物）の将来更新費用の推計（2017 年から 2056 年） 

公共施設等（建築物）の将来更新費は令和 38 年度（2056 年度）までの 40 年間で合計 1,008 億

円となり，年平均で 25.2 億円が必要になると予測されます。 

過去 5 年間の普通建設費の水準を維持した場合，公共施設等（建築物）の更新に充てられる公

共施設等整備費は平均 15.0 億円/年※13と予測され，平均で 10.2 億円/年の更新費が不足すること

が予測されています。 

年度別の将来更新費は，令和 5年度（2023 年度）から令和 11 年度（2029 年度）に大規模改修，

建替えのピークが到来し，最大で 26.6 億円/年（41.6 億円-15.0 億円）の不足が見込まれていま

す。今後，単年度の更新費の平準化を図る必要があります。 

図：建築物の年度別将来更新費（2017 年から 2056 年） 

 

 

  

                             
※13 平成 28 年度に算定した過去 5年間の普通建設費の平均額 

0億

5億

10億

15億

20億

25億

30億

35億

40億

45億

2017 2022 2027 2032 2037 2042 2047 2052

公共施設の将来更新費（⼀般会計の建築物）
建替え 大規模改修 年平均更新費 将来更新可能額

※総務省 公共施設等更新費⽤試算ソフトに基づく推計

年平均更新額 25.2億

更新可能額 15.0億

更新のピーク
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第２章 公共施設の現況及び将来の見通し 

 公共施設等（インフラ）の将来更新費用の推計（2017 年から 2056 年） 

道路，橋梁，上下水道のインフラ資産における将来更新費は，令和 38 年度（2056 年度）までの

40 年間で合計 1,392.9 億円となり，年平均で 34.8 億円が必要になると予測されます。 

 

道路については，耐用年数を考慮して毎年一定の整備量で更新を進めていくものとして試算し

ており，年平均の更新費は 20.9 億円となります。 

橋梁については，整備した年度から法定耐用年数の 60 年を経た年度に更新するものとして試算

しており，年平均の更新費は 2.4 億円となります。 

上水道については，整備した年度から法定耐用年数の 40 年を経た年度に更新するものとして試

算しており，年平均の更新費は 10.9 億円となります。 

下水道については，整備した年度から法定耐用年数の 50 年を経た年度に更新するものとして試

算しており，年平均の更新費は 0.7 億円となります。 

 

図表：インフラ（道路，橋梁，上水道，下水道）の将来更新費 

 

 

 

 

 

0億円

5億円

10億円

15億円

20億円

25億円

30億円

35億円

40億円

45億円

2017 2022 2027 2032 2037 2042 2047 2052

インフラ（道路） インフラ（橋梁） インフラ（上水道） インフラ（下水道）

※総務省 公共施設等更新費⽤試算ソフトに基づく推計
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第３章 公共施設の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 

第３章  公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 

 現状と課題に関する基本認識 

 南九州市全体の現状と課題 

これまでに，人口推移と見通し，財政状況および公共施設等の現状について整理してきました。

これらの結果より，本市が抱える課題は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
人口減少や年齢構成の変化，地域ごとの格差の拡大に対して，公共施設の適正な配置や

規模はどうあるべきか。 

・ 施設に対するニーズが減少していくことが予測されます。 

・ 少子高齢化の進行により，中長期的には学校施設などの需要減少や介護・福祉ニーズ

の増加が見込まれます。 

課題① 人口減少・少子高齢化の影響 

 
老朽化施設の更新時期の集中をどのようにして解消するか。 

・ 築後 30 年以上経過した施設（全体の 66.5%）の大規模改修時期が今後 5 年以内に集

中し，今後 15 年から 25 年以内に築 30 年以上経過した施設の建替え時期が集中する

ことが予測されます。 

・ インフラ（道路，橋梁，上下水道）の更新需要の増大が予測され，インフラの更新時

期が集中することが見込まれます。 

課題② 公共施設等の保有量と老朽化 

公共施設等の更新費が大きく不足し，将来にわたって持続可能な公共施設等の維持管

理・更新を行っていくための抜本的な見直しが避けられない 

 
厳しい財政制約の中で，将来の更新費の確保や新たなニーズにどのように対応してい

くか。 

・ 合併に伴う特例措置である地方交付税の算定替等により歳入の減少が予測されま

す。 

・ 歳入は，生産年齢人口の減少にともない依存財源比率の上昇による財政運営上の自

由度が低下することが予測されます。 

・ 歳出は，高齢化の進行による扶助費の増大によって，今後は公共施設等の更新財源

（普通建設事業費等）の確保が困難となることが予測されます。 

・ 建築物及びインフラ整備費の将来更新費は大きく不足することが見込まれます。 

課題③ 財政規模の縮小 
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第３章 公共施設の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 

 公共施設等のマネジメントに関する基本的な考え方 

 公共施設等マネジメントの目的 

全国の自治体と同様に本市の状況として，現在保有している公共施設を維持していくことが困

難な状況となることが見込まれています。 

これまでの公共施設等の同用途での更新等といった発想から，今後は公共施設等を取り巻く環

境を踏まえたうえで，様々な課題に的確に対応し，総合的な公共施設等の管理を通じて，必要な

行政サービスを将来にわたって持続的に提供することを目的とします。 

 

 公共施設等マネジメントの基本方針 

現状と課題に対する基本認識において整理した課題の解決に向けて，以下に掲げる 3 つの基本

方針に基づき，必要な取組や対策を検討，実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
保有資産の現状把握と安心安全の確保 

・ 点検･診断による現状把握。 

・ 耐震化･大規模改修による機能維持。 

・ 危険施設の除却。 

予防保全型維持管理による長寿命化 

・ 予防保全型維持管理の導入。 

・ 長寿命化によるライフサイクルコストの削減。 

①長寿命化の方針 

 
総量縮減 

・ 新規整備の抑制。 

・ 公共施設等の統廃合。 

・ 複合化･集約化･転用による機能の確保。 

②総量適正化の方針 

 
各種取組みの実施によるコスト削減 

・ 将来更新費の削減。 

・ 維持管理経費の削減。 

・ 省エネルギー化による経費削減。 

・ 多様な主体との連携による財源確保，保有資産の収益化。 

③コスト削減の方針 
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第３章 公共施設の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 

 公共施設等のマネジメントの実施方針 

今後，「建築物やインフラの充実から機能(サービス)重視へ」という公共施設等のあり方に関す

る発想の転換を図ることで，基本方針に基づく「必要な機能の維持・確保」を目指します。また，

公共施設等マネジメントの実施にあたり，建築物については「長寿命化」「複合化」「集約化」等

の考え方に，インフラについては個別計画(長寿命化計画等)に基づく取組みを行っていきます。 

 方針①【予防保全の導入による保有資産の有効活用（長寿命化の方針）】 

保有資産の現状把握と安心安全の確保 

点検・診断による現状把握 

・ 公共施設等（建築物）については，法定点検等に加え，施設管理者による定期的な目視点検や

劣化状況を確実に把握していきます。 

・ インフラについては，国の指針に沿った適切な点検診断（橋梁点検，道路ストック総点検，下

水道事業ストックマネジメント※14等）を確実に実施していきます。 

・ 把握した点検診断結果を集約し，改修や更新等の優先順位や重要度の判断に活用します。 

耐震化・大規模改修による機能維持 

・ 今後も長期にわたって維持していく施設については，安全性の確保や機能維持の観点から，耐

震化や大規模改修を実施します。 

・ 耐震化・大規模改修は，財政状況に配慮しつつ，点検・診断結果による優先度，重要度を検討

のうえで実施します。 

・ 熊本地震などの状況も踏まえ，災害拠点や避難所指定されている施設についても耐震性の向

上に努めていきます。 

危険施設の除却 

・ 防犯・防災・事故防止等の観点から，老朽化等が進行しており，当初の設置目的がなくなった

施設については，除却（解体等）を推進します。 

・ 施設の除却にあたっては，国の財政措置等の活用による財源の確保を図ります。 

予防保全型維持管理による長寿命化の実施方針 

予防保全型維持管理の導入 

・ 今後も継続していく建築物やインフラについては，不具合が発生した段階で修繕を行う「事後

保全型維持管理」から不具合が顕在化する前に計画的な修繕等を行う「予防保全型維持管理」

への転換を推進します。 

・ 予防保全型維持管理の取組を行うことで，建築物やインフラの耐用年数を延ばし，長寿命化を

図ります。 

長寿命化によるライフサイクルコストの削減 

・ 長寿命化による更新期間の延長や更新時期の調整によって，ライフサイクルコストを削減，平

準化し，将来更新費の不足額の改善を目指します。 

・ 長寿命化の実施にあたっては，長寿命化計画等に基づき計画的かつ効率的に事業を実施する

とともに，長寿命化計画が未策定の類型については計画の策定を検討します。 

                             
※14存続可能な下水道事業の実施を図るため，明確な目標を定め，施設の状況を把握・評価し中期的な施設の状

態を予測しながら，下水道施設を計画的かつ効率的に管理すること。 
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第３章 公共施設の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 

 方針②【整備抑制や統廃合，複合化等による総量縮減（総量適正化の方針）】 

総量縮減に向けた実施方針 

新規整備の抑制 

・ 限られた財源の中で，公共施設等を新設することは困難であることから，基本的には他の施設

との複合化や集約化によって，可能な限り新規整備の抑制を図ります。 

・ 将来の市民ニーズの変化等によって，新たな施設を整備する必要性が生じた場合には，適切な

規模による効率的な整備を検討します。 

公共施設等の統廃合 

・ 建築物については，利用状況や将来の人口動態から必要性を検討し，配置バランス，老朽化状

況等を考慮し，必要に応じて施設を統廃合し，総量縮減を図ります。 

・ インフラについては，将来の需要を予測し，適切な規模による更新やダウンサイジング（事業

規模の最適化）の必要性を検討します。 

複合化・集約化・転用による機能の確保 

・ 統廃合の実施と市民にとって必要な機能を両立させるため，廃止した施設で提供している機

能は，必要に応じて拠点施設等へ複合化，集約化を図ります。 

・ 当初の設置目的と合致しなくなった施設については，転用等による有効活用を図ります。 

 

 方針③【運営・保有の適正化と多様な主体との連携（コスト削減の方針）】 

各種取組みの実施によるコスト削減等の実施方針 

将来更新費の削減 

・ 将来世代へ負担の先送りとならないよう，公共施設等の更新時期のピーク時までに，長寿命化

や総量縮減によって将来更新費の削減を図ります。 

維持管理経費の削減 

・ 施設の維持管理費の削減に努めるとともに，必要に応じて使用料等の受益者負担や事業収入

の見直しを図ります。 

・ 効率的な運営やサービスの充実が見込まれる場合は，民間等の活用による指定管理者制度の

導入など民間委託，地域への譲渡等，運営形態の見直しを図ります。 

省エネルギー化の実施による経費削減 

・ 省エネ・再エネ，高断熱化設備等の導入などを進めることにより，光熱水費の負担軽減を図

り，管理運営費の低減化と環境への負荷低減を図ります。 

多様な主体との連携による財源確保，保有資産の収益化 

・ 財政負担の軽減に向け，行政区域をまたがる広域的な利用が見込まれる資産等については，広

域連携による施設の共同利用等を検討します。 

・ ＰＰＰ/ＰＦＩ※15等による施設整備財源の確保を検討します。 

・ 統廃合等や除却の結果，未利用となった施設や用地については，売却や貸付による収益化を検

討します。 

  

                             
※15PPP 事業の企画段階から民間事業者が参加するなど幅広い範囲を民間に任せる手法。 

PFI 国や地方自治体が基本的な事業計画を作成し，施設の建設や維持管理などに民間資金とノウハウを活用し

て，公共サービスの提供を効率的かつ効果的に行うための手法。PFI は PPP の代表的な手法の一つ。 
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 方針④【ユニバーサルデザイン化の推進方針】 

  

生活者・利用者の視点に立った施策の展開 

・ 今後の施策の展開に当たっては、障害者や高齢者の特性によるニーズに対応しつつ、すべて

の生活者・利用者の視点に立って、妊婦、子ども及び子ども連れの方なども対象とした更な

るバリアフリー・ユニバーサルデザインを推進します。 

外国人に配慮したやさしい日本語案内表示の推進 

・ 近年，外国人の技能実習生が各国から訪れていることから，外国人の利用の多い公共施設や

災害時に利用される施設での案内表示を，多言語ではなく「やさしい日本語」で表示するこ

とに努めます。 

ＬＧＢＴに配慮した多目的トイレ設置の推進 

・ 性の多様性配慮の一環として，トイレの新設・改修工事を行う際はすべての人が使いやすい

多目的トイレの設置に努めます。 

国･県補助事業または地方債の利用 

・ これらのユニバーサルデザイン化の推進については，市単独の財源で推進していくことは困

難なことから，施設の新設・改修の際は有利な国･県補助事業または地方債の利用を積極的に

検討します。 
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 数値目標 

 数値目標設定の考え方（2017 年から 2056 年） 

第 2 章において，公共施設等の将来の更新費と今後充当可能な更新可能額の比較を行い，令和

38 年度（2056 年度）までの 40 年間に，建築物では平均 10.2 億円/年更新費が不足する可能性が

あることを明らかにしました。今後は，本計画において掲げた基本方針に基づく公共施設等マネ

ジメントを実施することで，財政規模に応じた公共施設等の維持管理，更新を行い，将来世代へ

の負担増大につながらないよう，不足額の解消を図っていくことが求められます。 

本計画においては，上記の不足額の解消に向けて，「いつまでに」「どの程度まで」取り組むの

かを具体化するための数値目標を設定します。数値目標の設定にあたっての基本的な視点は以下

のとおりです。 

なお，インフラについては，住民生活に大きく関わる資産であり，廃止や再配置を実施するこ

とが困難であることから，長寿命化による将来更新費や維持管理経費の削減を基本とし，策定済

もしくは策定予定の個別計画（長寿命化計画等）において，目標設定等を検討することとします。 

 

基本的な視点 

人口動態からみる施設ニーズの予測 

本市では，これまでの社会情勢により必要となってきた住民ニーズに応えるため，建築物を整

備してきました。しかし，将来人口推計によると令和 2 年（2020 年）から令和 22 年（2040 年）

までに総人口は，約 28.5%減少することが予測されています。総人口の減少は，将来の施設に対す

るニーズの減少をもたらすものと予測されます。 

 

住民一人当たりの施設延床面積の適正化 

合併により複数の類似施設を維持することになった本市では，住民一人当たりの延床面積 6.6

㎡/人は，類似都市 21 都市の平均 7.0 ㎡/人よりも少なくなっていますが，全国平均の 3.2 ㎡/人

よりも多くなっています。本市では，建築物の更新費不足が予測されていることから，将来世代

の負担増加につながらないよう目標値を検討します。 

 

総量縮減と必要な機能の維持 

建築物の長寿命化及び複合化や集約化，統廃合等を実施し延床面積を約 19%の総量縮減が必要

となります。しかし，市民にとって必要な公共施設等（建築物）の機能を維持していく視点が重

要であることから，必要な機能について拠点施設等への複合化や集約化を実施することで，建築

物の総量縮減を図りつつ必要な機能の維持に努めていきます。 
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 基本方針に基づく取組みを実施した場合の効果（2017 年から 2056 年） 

長寿命化及び総量縮減による更新費の削減効果 

ここでは，基本方針①（長寿命化の方針），基本方針②（総量適正化の方針）によって，建築物

の将来更新費の不足額を改善していく考え方を整理していきます。 

建築物の長寿命化に加えて複合化や集約化等による施設総量の縮減を実施することにより，建

築物の将来更新費を，平均 25.2 億円/年※16から平均 15.0 億円/年まで縮減することが可能になり

ます。 

【基本方針① 長寿命化の考え方】 

・ 築 35 年で大規模改修（35～36 年目に同額を支出）を実施します。（通常は築 30 年） 

・ 築 70 年で建替え（70～72 年目に同額を支出）を実施します。（通常は築 60 年） 

 

【基本方針② 総量適正化の考え方】 

・ 建築物の建替え時に，複合化や集約化，統廃合等を実施することで，建替え対象の建築物の

現在保有延床面積から 40%縮減し建築します。 

   例：1,000 ㎡→600 ㎡（40％縮減）で建替えを行う。 

・ 推計期間である令和 38 年度（2056 年度）までの 40 年間に延床面積で約 5万㎡の縮減（25.8

万㎡-20.8 万㎡），縮減率を約 19%とします。 

表 総量縮減した場合の総量変化比較（一般会計） 

 

 

 

 

 

  

                             
※16 P20 公共施設等（建築物）の将来更新費用の推計（今後 40 年間）参照。 

（億円）
区分 2017～2026 2027～2036 2037～2046 2047～2056 40年間合計 年平均

長寿命化前の大規模改修及び更新費 296.0 190.2 267.1 252.8 1006.1 25.2
長寿命化後の大規模改修及び更新費 176.9 174.3 94.9 154.5 600.7 15.0
差額 119.0 15.8 172.2 98.3 405.4 10.2

（㎡）
区分 2017～2026 2027～2036 2037～2046 2047～2056 40年後の面積差分

既存の面積計

縮減後の面積計 256,903 248,364 237,060 208,090

258,154
50,064
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図：長寿命化及び総量縮減を実施した場合の建築物の更新費の削減効果（一般会計分） 

 

総量縮減による維持管理経費の削減効果 

総量縮減を実施した場合に，下記の基本方針③の考え方に基づき，以下のとおり建築物の維持

管理経費がどの程度削減できるかを試算しました。本市の過去 3 年間の一般会計分における維持

管理経費（総額平均 14.3 億円/年）は，光熱水費や修繕料，委託料，使用料・賃借料といった建

築物を保有するために必要な経費（保有コスト）と，人件費や運営費等といった事業運営（サー

ビス）にかかる経費（運営コスト）に分けることができます。維持管理経費のうち，保有コスト

は，建築物の総量縮減によって不要となる経費であるといえます。 

前述した総量縮減（約 19%）を達成した場合，令和 38 年度（2056 年度）までに累計で 1.5 億円

の維持管理経費の削減効果が得られることが見込まれます。これらの経費を今後新たに必要とな

る公共施設等の整備に充当することで，必要な機能の充足に向けた，財源の確保を図っていくこ

ととします。 

 

【基本方針③ コスト（維持管理経費）削減の考え方】 

・ 公共施設等（建築物）の維持管理経費の総額 14.3 億円※17のうち，総量縮減の対象となる建

築物の保有コストは平均 7.8 億円/年（維持管理経費全体の 54.5%）となります。 

・ 平均 7.8 億円/年から，本市の建築物の 1 ㎡当たり保有コストは，平均約 3,000 円/㎡と

なります。（7.8 億円÷25.8 万㎡＝約 3,000 円/㎡） 

・ 1 ㎡当たり保有コストと総量縮減の関係から，約 1.5 億円（維持管理費全体の 10.5%）の削減

が可能となります。（5万㎡×約 3,000 円/㎡＝1.5 億円） 

 

 

  

                             
※17 平成 28 年度に算定された施設の維持管理費（コスト）。 

0億

5億

10億

15億

20億

25億

30億

35億

40億

45億

50億

2017 2022 2027 2032 2037 2042 2047 2052

建替え費 大規模改修費 総量縮減による削減額 長寿命化による削減額 取組実施後の平均更新費

取組実行前の将来更新費
総額1,008億円
平均25.2億円/年

取組実行後の将来更新費
総額600億円
平均15.0億円/年
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 数値目標の設定 “建築物”  （2017 年から 2056 年） 

本節では施設マネジメントの基本的な考えに基づき，人口減少や少子高齢化及び施設の老朽化

等といった課題に対応するため，具体的な取組として施設の長寿命化・施設総面積の縮減・維持

管理経費の縮減効果について検討してきました。 

その結果，今後 40 年間の更新費見込み 25.2 億円/年に対して，現在の施設更新可能額の 15.0

億円/年※18に抑えることが可能となります。 

併せて保有資産の収益化や PPP/PFI の活用等による，その他の更新財源の確保に向けた取組を

実施し，解消することを目指します。 

表：数値目標と更新費不足額の解消に向けた考え方 

 

 

                             
※18 平成 28 年度に算定された施設更新可能額。 

【今後 40 年間の更新費不足額】 
 

平均 10.2 億円/年 
 

（更新費平均 25.2 億円/年 - 過去 5年間の投資額平均 15.0 億円/年） 

基本方針① 

（長寿命化） 

寿命を 

70 年まで延長 

基本方針② 

（総量縮減） 

延床面積 

19％縮減 

基本方針③ 

（コスト削減） 

維持管理経費を 

10.5％削減 

長寿命化・総量縮減による 

削減効果 

平均 10.2 億円/年 

維持管理費等による 

削減効果 

平均 0.04 億円/年 

不足額解消 
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第４章  施設類型ごとの現状と管理に関する基本方針 

 建築物の類型ごとの比較の考え方について 

 建築物データについて 

平成 28 年度（2016 年度）に実施した施設所管部門へのアンケート調査結果に基づき，類型ごと

に「建物性能」，「維持管理経費（コスト）」及び「利用状況」の現状と課題を整理しています。 

 なお，将来原則市費による改修，更新を実施しない予定の施設は，第 4章第 2節の(14) その他

市有財産のみとします。 

 

 建物性能比較の考え方 

建物の性能を評価する項目として，「①安全性（耐震性）」，「②老朽化の状況（築年数）」，「③大

規模改修の実施状況」，「④バリアフリー対応状況」，「⑤維持管理効率性」の 5 項目を設定しまし

た。 

各項目に対して，建物性能比較に基づく点数化を行い，レーダーチャートによる比較を行うこ

とで，予測される課題ごとに各施設を分類しています。 

なお，複数の建物で構成されている施設については，主要な建物（学校校舎，保育園舎，公民

館の本体等）のうち，最も古い建築年度の建築物情報を採用しています。 

表：建物性能比較について 

 

【上記 5項目の分類について】 

①安全性（耐震性）：建築物の建築年度や耐震診断結果等から，上記の基準で 3段階に分類 

②老朽化状況（築年数）：施設の築年数から，築 15 年未満，修繕等の目安となる築 15 年以上 30

年未満，大規模改修等の目安となる築 30 年以上の基準で 3段階に分類 

③大規模改修状況：建物性能比較における大規模改修とは建築物の躯体，外壁，屋上に関わる改

修と定義し，建築年度や大規模改修の実施状況から，上記の基準で 3段階に分類 

④バリアフリー対応状況：エレベーター，自動ドア，玄関スロープ，障害者用トイレ，歩行者用

手すり，点字ブロックの 6項目の設置状況から上記の基準で 3段階に分類 

⑤維持管理効率性：工事請負費を除く建築物の維持管理に係る経費（人件費，光熱水費，修繕費，

賃借料，委託費等）から，延床面積 1㎡当たりの費用を算出し，同一用途平均値の 70%未満の施設

を「3（効率的)」，70%以上 130%未満の施設を「2（平均的)」，130%以上の施設を「1（非効率)」と

して評価  

①安全性 ②⽼朽化状況 ③大規模改修状況 ④バリアフリー対応状況 ⑤維持管理効率性

新耐震基準 不要（築30年以内） 同⼀⽤途内

耐震性有 大規模改修済 平均の70%未満

築15年以上 同⼀⽤途内

築30年未満 平均の70%以上130%未満

同⼀⽤途内

平均の130%以上

区分

築15年未満

築30年以上

改修計画有

上記以外

ランク定義

4項目以上の設置

3項目の設置

2項目以下の設置

3

2

1 上記以外

耐震計画有
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【建物性能の類型化について】 

・ ①から⑤までの各項目に対して，1 点から 3 点までの点数化を行い，各項目の特徴に応じて

分類（類型化）しました。 

・ 各施設を 8つのグループに類型化し，レーダーチャートで表現することで，施設ごとの建物

性能面の課題を可視化しました。 

 

【本文中の建物性能グラフについて】 

本文中での建物性能グラフ（レーダーチャートグラフ）のデータ根拠は以下の通りです。 

①施設類型ごとに，建物性能 8類型※19に分類し平均値を求めました。 

②①のデータを小数点以下一位で四捨五入し，整数としました。 

 

                             
※19 P33，P34 の「表 建物性能の 8類型について」にて詳しく記載。 
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表：建物性能の 8類型について（1/2） 

 

 

 

  

類 
 

型 
 

① 

大きな課題のない施設 

評価内容  

建物性能が良好で大きな課題がみられない建築物 

振分基準 

「安全性」，「老朽化状況」が 3で，それ以外の項

目 3つのうち 2以上が 1つで，残りは 3の場合 

類 
 

型 
 

② 

ソフト面で改善の余地がある施設 

評価内容  

 安全性，老朽化は問題ないが，コスト等ソフト面で

改善の余地がある建築物 

振分基準 

「安全性」が 3，「老朽化状況」が 3，「大規模改修」

が 3，それ以外の項目に 2，1が含まれる場合 

類 
 

型 
 

③ 

修繕等の検討が必要となる施設 

評価内容  

安全性は問題なく，改修不要又は実施済で，築 15 年

以上の建築物 

振分基準 

「安全性」が 3，「老朽化状況」が 2 以下，「大規

模改修」が 3の場合 

類 
 

型 
 

④ 

老朽化が進行している施設 

評価内容  

安全性は問題なく，老朽化が進行しつつある建築物 

振分基準 

「安全性」が 3，「老朽化状況」が 1，「大規模改修」

が 2の場合 

0

1

2

3

安全性

老朽化

大規模改修バリアフリー

維持管理

効率

0

1

2

3

安全性

老朽化

大規模改修バリアフリー

維持管理

効率

0

1

2

3

安全性

老朽化

大規模改修バリアフリー

維持管理
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表：建物性能の 8類型について（2/2） 

 

 

 

  

類 
 

型 
 

⑤ 

大規模改修等の検討が必要な施設 

評価内容  

安全性は問題ないが，築 30 年を経過し，大規模改修

や建替え等の検討が必要な建築物 

振分基準 

「安全性」が 3，「老朽化状況」が 1 で，「大規模

改修」が 1の場合 

類 
 

型 
 

⑥ 

耐震予定・老朽化対策が必要な施設 

評価内容  

老朽化が進行し大規模改修や建替え等の検討が必

要な建築物 

振分基準 

「安全性」が 2，「老朽化状況」が 1の場合 

類 
 

型 
 

⑦ 

耐震性の確保が必要な施設 

評価内容  

新耐震基準以前に建築され，安全性の確保が必要な

建築物 

振分基準 

「安全性」が 1，「大規模改修」が 2以上の場合 

類 
 

型 
 

⑧ 

耐震性の確保・老朽化対策・大規模改修が必要な施設 

評価内容  

安全性の確保に加えて，老朽化が進行し，大規模改

修や建替え等の検討が必要な建築物 

振分基準 

「安全性」，「老朽化状況」，「大規模改修」が 1の

場合 
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 施設運営コストの考え方 

平成 30 年度（2018 年度）から令和 2 年度（2020 年度）までの過去 3 年間の事業運営や保有に

かかる維持管理経費について，過去 3 年間の平均による面積 1 ㎡当たりのコスト，利用者（児童

数，園児数，入居戸数等）一人当たりのコストによる比較を行いました。 

表：施設運営コストの内訳について（工事請負費は含めていない） 

項目 説明 

人件費 施設の運営等にかかる人件費 

光熱水費 燃料，電気，ガス，水道使用等にかかる費用 

修繕料 工事等大規模なものを除く施設の修繕にかかる費用 

使用料・賃借料 借地の賃借料等の費用 

委託料 
事業運営にかかる費用（事業委託費）や保有にかかる費用（除草，

保守点検等） 

その他 補助金，通信運搬費，原材料費，備品購入の費用等 

 

 利用状況について 

施設の利用状況や稼働状況について，建築物の用途ごとに比較指標を設定し，同一類型内の施

設間で比較しました。類型ごとに在籍者数（児童，生徒，園児）や利用者数，入居戸数の推移を表

示しています。 

表：利用状況（供給）の比較指標について 

施設類型（用途） 説明 

学校教育系施設 

（小学校，中学校） 

「過去 3年間の児童生徒数の推移」による比較及び「児

童生徒一人当たりの校舎面積」による比較 

子育て支援施設 

（幼稚園，保育所） 

「過去 3年間の園児数の推移」の比較及び「定員に対す

る園児数の割合」を入園（所）率として比較 

市民文化系施設 

社会教育系施設 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 

保健・福祉施設 

「過去 3年間の施設利用者数の推移」による比較 

公営住宅 
「過去 3年間の入居戸数の推移」の比較及び「提供戸数

に対する入居戸数の割合」を入居率として比較 
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 公共施設等（建築物）の現状 

 学校教育系施設 

施設概要 

・ 学校教育系施設は小学校（20 施設，うち 3校は閉校），中学校（3施設），その他教育施設

（1施設）の 24 施設が設置されています。 

・ 総建物棟数は 304 棟，総延床面積 83,750 ㎡であり，市の保有する公共施設等（建築物）

延床面積全体の 33.2％を占めています。 

・ 小学校，中学校は，義務教育の拠点として児童・生徒が 1日の大半を過ごす場であり，災

害時等の避難所としての防災機能，学校体育施設の一般開放など多様なサービスを提供

する地域の拠点施設となります。 

・ 学校給食センターは 3 町合併後，旧学校給食センターの老朽化や新衛生基準に適応する

ため設置されました。南九州市内の 2 幼稚園，17 小学校，3 中学校の約 2,700 食の給食

の提供を行っています。 

表：学校教育系施設の一覧 
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施設基本情報 

小中学校 23 施設はいずれも耐震化済みであり，指定緊急避難所に指定され，防災上の重要な施

設として位置づけられています。 

平成 21 年度（2009 年度）までに，学校施設で非木造の 2 階建て以上又は延床面積 200 ㎡以上

の建築物と木造で延床面積 500 ㎡以上の棟について耐震調査を実施した結果，4 小学校の校舎，

屋内運動場の構造耐震指標（基準 Is 値=0.7 以上）が基準値未満であったことから，平成 22 年度

（2010 年度）から平成 25 年度（2013 年度）にかけて耐震補強等の整備を行いました。これによ

り，本市学校施設の校舎等躯体部分に係る耐震化率は平成 25 年度（2013 年度）末で 100%となっ

ています。 

平成 26 年（2014 年）4月から天井の落下防止措置に関する建築基準法施行令の一部改正令が施

行され，本市では小中学校の屋内運動場及び武道館の天井等で 8 棟が該当することが判明し，平

成 26 年（2014 年）から平成 28 年（2016 年）にかけて，天井等落下防止対策及び建築物構造体の

耐震対策を講じる計画を進行しました。その結果，非構造部材（吊天井）の耐震化率も平成 28 年

度（2016 年度）で 100%となります。 

学校教育系施設の中でも，その他に分類される知覧学校給食センターは，3町合併に伴い新学校

給食センター建設により業務を廃止しており，現在稼働しているのは，学校給食センター1 施設

になります。 

学校教育系施設は，建物性能が良好で大きな課題がみられない施設（類型①）が知覧小学校の

1 施設となり，安全性，老朽化は問題ないが，コスト等ソフト面で改善の余地がある施設（類型

②）が学校給食センターの 1施設となります。 

安全性は問題なく，改修不要又は実施済で，築 15 年以上の施設（類型③）が頴娃小学校，宮

脇小学校，別府小学校，粟ヶ窪小学校，松ヶ浦小学校，中福良小学校，松山小学校，川辺小学

校，高田小学校，神殿小学校，勝目小学校，大丸小学校，頴娃中学校の 13 施設となります。 

安全性は問題なく，老朽化が進行しつつある施設（類型④）が九玉小学校，松原小学校，青戸

小学校，浮辺小学校の 4施設となります。 

安全性は問題ないが，築 30 年を経過し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型

⑤）が霜出小学校，清水小学校，田代小学校，知覧中学校，川辺中学校の 5施設となります。 

 

※神殿小学校，田代小学校，松原小学校は閉校していますが，建物として現存していますので記

載してあります。 
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図：学校教育施設の建物性能比較 
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将来更新費推計 

学校教育系施設を築年数で見ると，築 30 年を超える建物が，239 棟と全体の 78.6%を占め，築

30 年未満の建物は 65 棟と全体の 21.4%を占めています。 

年代別の更新費の推計からは，平成 29 年度（2017 年度）から令和 8 年度（2026 年度）までに

多くの大規模改修が予測され，現状の施設を同規模で維持する場合，10 年間で 140.1 億円の大規

模改修費及び建替え費が必要と見込まれます。 

令和 19 年度（2037 年度）からは更新の第二のピークが到来し，令和 19 年度（2037 年度）から

令和 28 年度（2046 年度）の 10 年間で 115.9 億円の大規模改修及び建替え費が必要と見込まれま

す。 

図：築年数別の棟数（左）と年代別の更新費用（右） 

施設運営コスト 

過去 3年間の児童・生徒一人当たりのコストをみると，小学校は平均 299,559 円/人となり，粟

ケ窪小学校の 1,182,053 円/人が最も高く，中学校は平均 638,235 円となり，頴娃中学校の

1,666,326 円/人が最も高くなっています。 

過去 3年間の面積当たりのコストをみると，小学校は平均 4,629 円/㎡となり，粟ケ窪小学校の

27,167 円/㎡が最も高く，中学校は平均 24,325 円/㎡となり，頴娃中学校の 64,693 円/㎡が最も

高くなっています。 

図：児童・生徒一人当たりと，面積当たりのコスト比較（過去 3年間の平均） 
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小学校の児童数の推移 

過去 3年間の児童数の推移をみると，平均児童数は 78 人/校となり，児童数は各小学校で減少 

傾向であり，今後もこの傾向は続くと予測されています。 

市内で最も児童数の多い川辺小学校では，平成 30 年度（2018 年度）には 397 人だった児童数

が，令和 2年度（2020 年度）には 417 人と増加していますが，これは神殿小学校や田代小学校と

の再編によるものです。 

 

図：小学校過去 3年間の児童数の推移 

 

中学校の生徒数の推移 

過去 3年間の中学校の生徒数の推移をみると，平均生徒数は 268 人/校となり，生徒数は各中学

校で減少傾向であり，今後もこの傾向は続くと予測されています。 

頴娃地区の青戸中学校，別府中学校，頴娃中学校は規模の適正化などの理由から再編され平成

31 年 4 月より頴娃地区の新中学校が開設されました。 

図：中学校過去 3年間の生徒数の推移 
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小中学校の学級数・一人当たりの校舎面積 

1 校当たりの学級数は，学校教育法施行規則で 12 学級以上 18 学級以下を標準とすることが規

定されていますが，本市の小中学校 21 校中この標準を満たしているのは，川辺小学校のみで，ほ

とんどの学校が 12 学級を下回る小規模校の学校となっており，その中でも，8校の小学校に複式

学級があり，学校の再編を検討する必要があります。 

一方で，学校は地域コミュニティの中心であり，避難所としての防災機能も併せ持っているこ

とから，学校再編の際は地域の拠点施設としての役割も考慮する必要があります。 

表：児童・生徒数及び学級数の推移と一人当たりの校舎面積 

 
 

図：児童・生徒数一人当たりの校舎面積の比較 
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現状と課題 

【建物性能】 

・ 小中学校はいずれも耐震性が確保されていますが，今後は老朽化対策等が必要となります。 

・ 小中学校は教育以外にも，グラウンドや体育館の一般市民への開放（学校開放）など多目的

な利用が行われています。 

・ すべての小中学校が指定緊急避難所となっており，防災上の重要な施設として位置づけられ

ています。 

・ 地域のコミュニティとしての役割を考慮しつつ，児童生徒数の推移や地域の実情等を踏まえ

学校の再編を検討する必要があります。 

 

【コスト状況】 

・ 児童・生徒一人当たりの維持管理費は施設毎に差異があり，児童数が少ない学校では維持管

理費が高い傾向がうかがえます。 

・ 学校教育系施設の維持管理費は 30.1 億円となっており，市が保有する一般会計の施設全体

の 23.1%を占めています。また，今後 40 年間の更新費用は約 376 億円と推計されており，施

設類型の中で一番多くの 37.4％の割合を占めています。今後は更新費の削減と平準化が求め

られます。 

・ 今後は学校施設の再編や他の機能との複合化など，施設再配置の適正化を検討する必要があ

ります。 

 

【利用状況】 

・ 児童生徒数は減少することが予測されているため，地域コミュニティとしての役割を考慮し

つつ再編を検討する必要があります。 

・ 平成 29 年度（2017 年度）から神殿小学校は川辺小学校に再編されました。 

・ 平成 31 年度（2019 年度）に田代小学校は川辺小学校に再編されました。 

・ 平成 31 年度（2019 年度）に別府中学校，青戸中学校，頴娃中学校は統合され新生，頴娃中

学校となっています。 

・ 令和 2年度（2020 年度）に手蓑小学校は知覧小学校に再編されました。 

・ 令和 3年度（2021 年度）に松原小学校が別府小学校に再編されました。 

・ 令和 3年度には浮辺小学校統合検討委員会より再編要望が提出され，令和 5年度に霜出小学

校との再編を予定しています。 
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 市民文化系施設 

施設概要 

・ 市民文化系施設は公民館（19 施設），文化会館（3施設），その他集会施設（2施設）の 24

施設が設置されています。 

・ 総建物棟数は 50 棟，総延床面積 18,134.9 ㎡であり，市の保有する公共施設等（建築物）

延床面積全体の 7.2％を占めています。 

・ 公民館は南九州市公民館条例に基づき，地域住民のために，実際生活に即する教育，学術

及び文化に関する各種の事業を行い，生活文化の振興，社会福祉の増進に寄与することを

目的として設置されています。 

・ 文化会館は，南九州市文化会館条例に基づき，市民の文化教養の向上及び福祉の増進を図

るため，生涯学習・文化振興拠点施設として設置されています。 

・ その他の集会施設も市民，地域住民の幅広い交流，健康づくりや生涯学習の拠点として設

置されています。 

表：施設の一覧 

 

 

施設基本情報 

市民文化系施設は，市民の生活文化の振興，社会福祉の増進に寄与することを目的としており，

集会施設が施設の大半を占めています。 

市民文化系施設は，安全性，老朽化は問題ないが，コスト等ソフト面で改善の余地がある施設

（類型②）が大丸地区公民館，川辺地区公民館，高田地区公民館，田代地区公民館，神殿地区公

民館，市民交流センターひまわり館の 6施設となります。 
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安全性は問題なく，改修不要又は実施済で，築 15 年以上の施設（類型③）が勝目地区公民館，

コミュニティセンター頴娃文化会館，コミュニティセンター知覧文化会館の 3施設となります。 

安全性は問題なく，老朽化が進行しつつある施設（類型④）がコミュニティセンター川辺文化

会館の 1施設となります。 

安全性は問題ないが，築 30 年を経過し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型⑤）

が粟ヶ窪地区公民館，知覧地区公民館，浮辺地区公民館，霜出地区公民館，手蓑地区公民館の 5施

設となります。 

新耐震基準以前に建築され，安全性の確保が必要な施設（類型⑦）が頴娃漁村センターの 1 施

設となります。 

安全性の確保に加えて，老朽化が進行し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型⑧）

が郡地区公民館，宮脇地区公民館，御領地区公民館，別府地区公民館，上別府地区公民館，松ヶ

浦地区公民館，中福良地区公民館，松山地区公民館の 8施設となります。 

図：施設の建物性能比較（1/2） 
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図：施設の建物性能比較（2/2） 

 

 

将来更新費推計 

市民文化系施設を築年数で見ると，築 30 年を超える建物が 32 棟と全体の 64.0%を占め，築 30

年未満の建物は 18 棟と全体の 36.0%を占めています。 

年代別の更新費の推計からは，令和 19 年度（2037 年度）から令和 28 年度（2046 年度）までに

多くの大規模改修及び建替えが予測され，現状の施設を同規模で維持する場合，10 年間で 46.9 億

円の大規模改修費及び建替え費が必要と見込まれます。 

図：築年数別の棟数（左）と年代別の更新費用（右） 
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施設運営コスト  

利用者一人当たりのコストをみると，公民館の平均が 799 円/人，文化会館の平均が 1,353 円/

人，その他集会施設の平均が 2,031 円/人となり，貸付以外の直営では市民交流センターひまわり

館の 1,989 円/人が最も高くなっています。 

面積当たりのコストをみると，公民館の平均が 12,054 円/㎡，文化会館の平均が 10,021 円/㎡，

その他集会施設の平均が 7,628 円/㎡となり，田代地区公民館の 25,578 円/㎡が最も高くなってい

ます。 

 

図：利用者一人当たりと，面積当たりのコスト比較（過去 3年間の平均） 

 

 

 

利用者数の推移 

過去 3 年間の利用者の推移をみると，公民館の過去 3 年間の平均は 5,026 人，文化会館の過去

3年間の平均は 23,056 人，その他集会施設の過去 3年間の平均は 6,944 人となります。 

もっとも多いのはコミュニティセンター知覧文化会館であり，3年間平均利用者数は 35,471 人と

なります。 
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図：過去 3年間の利用者数の推移 
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現状と課題 

【建物性能】 

・ 築 30 年以上経過した建物棟数が 50%を占め老朽化が進んでいます。 

・ 耐震化されていない施設が 9施設あり，避難所に指定されている施設については耐震化の検

討が必要になります。 

 

【コスト状況】 

・ 市民文化系施設全体の維持管理費は 1.6 億円となっており，市が保有する一般会計の施設全

体の 12.2%を占めています。 

・ 老朽化により，多くの更新費が集中することが予測されており，更新費の削減と平準化を図

る取り組みが必要となります。 

 

【利用状況】 

・ 市民文化系施設全体的に利用者数が多い施設類型となりますが，利用状況は施設毎に差異が

あります。 

・ 利用者一人当たりのコストが高い施設については，利用促進対策を検討する必要があります。 
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 社会教育系施設 

施設概要 

・ 社会教育系施設は図書館（2施設），博物館等（7施設）の 9施設が設置されています。 

・ 総建物棟数は 21 棟，総延床面積 11,489.6 ㎡であり，市の保有する公共施設等（建築物）

延床面積全体の 4.6％を占めています。 

・ 図書館は，南九州市図書館条例により頴娃図書館，知覧図書館（総合交流促進施設_ちら

ん夢郷館）が設置されています。 

・ 頴娃歴史民俗資料館は歴史資料，考古資料，民俗資料等を収集・保管・展示をし市民の教

育，学術文化の発展に寄与するため頴娃歴史民族資料館条例により設置されています。 

・ 旧高城家住宅，知覧型二ッ家民家は公開施設として活用されることを目的として，南九州

市伝統的建造物群保存地区保存条例により設置されています。 

・ ミュージアム知覧は地域の歴史及び文化の理解，市民の教育学術及び文化の発展に寄与

するため，ミュージアム知覧条例により設置されています。 

・ 知覧特攻平和会館は特攻の記録を後世に残し，世界の恒久平和に寄与することを目的と

して知覧特攻平和会館条例により設置されています。 

・ 油脂庫は市内戦跡の保存の為，南九州市文化財保護条例により設置されています。 

表：施設の一覧 

 

施設基本情報 

図書館 2施設はいずれも，築 30 年以内の施設で耐震性は確保されています。知覧図書館 (総合

交流促進施設_ちらん夢郷館）は総合交流促進施設であり，館内には，図書館，研修室，294 席の

多目的ホールが整備されており多くの市民に利用され，市民の生涯学習拠点施設として位置づけ

られています。 

頴娃図書館は平成 18 年度（2006 年度）に建設され，平成 19 年度（2007 年度）に開設した新し

い施設であり，公立図書館としての機能に加え，産業（特に農業）の資料を充実させています。 

博物館等は，歴史的な資料の展示，保管，収集等を目的としており，建築年度は経過している

が，そのまま保存しなくてはならない建物等も持ち合わせています。 

知覧特攻平和会館，三角兵舎は，市外からの利用者も多く，特攻の記録を後世に残すという歴

史的な意義を持ち合わせた施設として位置付けられています。 



 

50 

第４章 施設類型ごとの現状と管理に関する基本方針 

社会教育系施設の建物性能比較をみると，建物性能が良好で大きな課題がみられない施設（類

型①）が頴娃図書館の 1施設となり，安全性は問題なく，改修不要又は実施済で，築 15 年以上の

施設（類型③）が知覧図書館 (総合交流促進施設_ちらん夢郷館），ミュージアム知覧の 2施設と

なります。 

安全性は問題ないが，築 30 年を経過し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型⑤）

が知覧特攻平和会館の 1施設となり，新耐震基準以前に建築され，安全性の確保が必要な施設（類

型⑦）が旧高城家住宅，三角兵舎の 2施設となります。 

安全性の確保に加えて，老朽化が進行し，大規模改修費や建替え等の検討が必要な施設（類型

⑧）が頴娃歴史民俗資料館，知覧型二ッ家民家，油脂庫の 3施設となります。 

 

図：施設の建物性能比較（1/2） 
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図：施設の建物性能比較（2/2） 

 

 

将来更新費推計 

社会教育系施設を築年数で見ると，築 30 年を超える建物が，13 棟と全体の 61.9%を占め，築 30

年未満の建物は 8棟と全体の 38.1%を占めています。※20 

年代別の更新費の推計からは，令和 9 年度（2027 年度）から令和 13 年度（2031 年度）までに

多くの大規模改修が予測され，現状の施設を同規模で維持する場合，5 年間で 8.9 億円の大規模

改修費及び建替え費が必要と見込まれます。 

令和 29 年度（2047 年度）からは更新の第二のピークが到来し，令和 29 年度（2047 年度）から

令和 38 年度（2056 年度）の 10 年間で 16.8 億円の大規模改修及び建替え費が必要と見込まれま

す。 

図：築年数別の棟数（左）と年代別の更新費用（右） 

 

 

 

  

                             
※20建築年が不明の建物は築 50 年以上で集計しています。 
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施設運営コスト 

利用者一人当たりのコストをみると，図書館の平均が 964 円/人，博物館等については，知覧特

攻平和会館とミュージアム知覧だけの平均が 972 円/人となります。 

面積当たりのコストでは，図書館の平均が 20,239 円/㎡，博物館等の平均が 10,356 円/㎡とな

り，知覧特攻平和会館の 42,366 円/㎡が最も高くなっています。 

図：利用者一人当たりと，面積当たりのコスト比較（過去 3年間の平均） 

 

※社会教育系施設の博物館等では入館料等の受益者負担がありますが，ここでは受益者負担を考慮せずにコスト

を算出しています。 

 

利用者数の推移 

過去 3年間の利用者数の推移をみると，図書館の過去 3年間の平均は 39,295 人，博物館等の過

去 3年間の平均は下記グラフの 3施設で 191,293 人となります。 

知覧特攻平和会館の入館者は，過去３年間は，コロナ禍により激減しているが，コロナ禍以前

は約 40 万人前後で推移し，利用者数が市内で一番多い施設であり，市外からも多くの利用者があ

ることがうかがえます。社会教育系施設全体の利用者数をみると減少傾向にあります。 

図：過去 3年間の利用者数の推移 
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現状と課題 

【建物性能】 

・ 築 30 年を超える建物が約半数を占めており，大規模改修や建替えが必要になります。 

・ 文化財等に指定されている建物は，建物保護を念頭に改修や改築を検討する必要があります。 

 

【コスト状況】 

・ 社会教育系施設全体の維持管理費は 2.3 億円となっており，市が保有する一般会計の施設全

体の 17.9%を占めています。 

・ 知覧特攻平和会館では，入館料等の収入（受益者負担）が維持管理費を上回り，収支のバラ

ンスがとれた状態になっています。 

・ 利用者一人当たりのコストは，施設毎に差異が大きくなっており，利用状況等，収支状況を

把握した上で，統合や廃止等を含めた検討が必要になります。 

 

【利用状況】 

・ 利用状況は施設毎に差異が大きく，利用数が少ない施設については，利用促進対策，統合や

用途廃止等の検討が必要になります。 

・ 社会教育系施設には，生涯学習拠点施設として位置づけられている施設，歴史的記録を後世

に残すという役割を持った施設等も存在するため，施設の機能や役割を考慮し利用促進対策

を検討することが必要です。 
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 子育て支援施設 

施設概要 

・ 子育て支援施設は幼稚園（2施設）が設置されています。 

・ 総建物棟数は 3棟，総延床面積 581.5 ㎡であり，市の保有する公共施設等（建築物）延床

面積全体の 0.2％を占めています。 

・ 頴娃幼稚園・知覧幼稚園は，南九州市学校設置条例により，幼児の健やかな成長のための

保育環境を提供し，幼児の心身の発達を助長するために設置されています。 

表：子育て支援施設の一覧 

 

 

施設基本情報 

頴娃幼稚園は平成 26 年度（2014 年度）に危険改築工事を実施，完了した新しい施設となりま

す。知覧幼稚園は築 47 年を経過していますが，平成 21 年度（2009 年度）にアスベスト除去工事

等が実施され，平成 25 年度（2013 年度）には耐震改修工事も終えており安全性は確保されていま

す。 

今後は付随設備等に係る修繕等の需要が予想されます。 

子育て支援施設を建物性能比較でみると，安全性，老朽化は問題ないが，コスト等ソフト面で

改善の余地がある施設（類型②）が頴娃幼稚園の 1施設，安全性は問題ないが，築 30 年を経過し，

大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型⑤）が知覧幼稚園の 1施設となります。 
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図：子育て支援施設の建物性能比較 

 

 

 

 

将来更新費推計  

子育て支援施設を築年数で見ると，築 30 年を超える建物が，2棟と全体の 66.7%を占め，築 30

年未満の建物は 1棟と全体の 33.3%を占めています。 

年代別の更新費の推計からは，令和 14 年度（2032 年度）から令和 18 年度（2036 年度）までに

多くの大規模改修が予測され，現状の施設を同規模で維持する場合，5 年間で 1.8 億円の大規模

改修費及び建替え費が必要と見込まれます。 

図：築年数別の棟数（左）と年代別の更新費用（右） 
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施設運営コスト 

過去 3年間の園児一人当たりのコストをみると，平均で 109,518 円/人となり，面積当たりのコ

ストは平均で 4,553 円/㎡となります。 

図：利用者一人当たりと，面積当たりのコスト比較（過去 3年間の平均） 

 

※幼稚園，保育園は受益者負担がありますが，ここでは受益者負担を考慮せず，コストを算出しています。 

 

 

利用者数の推移 

過去 3年間の利用者の推移をみると，幼稚園の過去 3年間の平均は 13 人となります。 

 

図：過去 3年間の利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

【建物性能】 

・ 子育て支援施設は設備管理者による日常点検が実施され適切に管理されています。 

・ 幼稚園の耐震改修工事は実施されており，安全性は確保されています。 

・ 知覧幼稚園は老朽化が進行していますが，耐震性はあり安全性は確保されています。今後は

付随設備等の修繕が予想されます。 

 

【コスト状況】 

・ 老朽化が進行しており，将来更新費が集中することが予測されます。更新費用の削減と，標

準化を図る必要があります。 

 

【利用状況】 

・ 幼稚園の園児数は減少傾向にあるため，今後は利用者動向を視野に入れ，施設の方向性等を

検討する必要があります。  
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 公園 

施設概要 

・ 公園は都市公園（4施設），普通公園（7施設），の 11 施設が設置されています。 

・ 総建物棟数は 24 棟，総延床面積 1,618.4 ㎡であり，市の保有する公共施設等（建築物）

延床面積全体の 0.6％を占めています。 

・ 都市公園（4施設）は，南九州市都市公園条例に基づき設置されています。 

・ 普通公園（7施設）は，南九州市普通公園条例に基づき設置されています。 

表：施設の一覧 

 

施設基本情報 

公園を建物性能比較でみると，安全性，老朽化は問題ないが，コスト等ソフト面で改善の余地

がある施設（類型②）が塘之池公園の 1施設となります。 

安全性は問題ないが，築 15 年以上を経過し，一部改修等の検討が必要な施設（類型③）が清流

の杜，松ヶ浦シーサイドパーク，知覧テニスの森公園，手蓑マザーパーク，松山マザーパーク，

南部マザーパーク，立山ポケットパーク，麓公園の 8施設となります。 

同じく安全性は問題ないが，築 30 年を経過し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類

型⑤）が両添公園と平和公園休憩施設の 2施設となります。 

農村公園については，市費による改修・更新は行わないこととしています。（農村公園は公園の

類型に表示せず，巻末資料の施設一覧に表示しています。） 
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図：施設の建物性能比較 

 

将来更新費推計 

公園を築年数で見ると，築 30 年を超える建物が，3棟と全体の 12.5%を占め，築 30 年未満の建

物は 21 棟と全体の 87.5%を占めています。 

年代別の更新費の推計からは，令和 4年度（2022 年度）から令和 8年度（2026 年度）までに多

くの大規模改修が予測され，現状の施設を同規模で維持する場合，5 年間で 1.9 億円の大規模改

修費が必要と見込まれます。 

令和 34 年度（2052 年度）からは更新の第二のピークが到来し，令和 34 年度（2052 年度）から

令和 38 年度（2056 年度）の 5 年間で 3.9 億円の大規模改修費及び建替え費が必要と見込まれま

す。 

図：築年数別の棟数（左）と年代別の更新費用（右） 
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施設運営コスト 

面積当たりのコストでは，都市公園の平均が 39,920 円/㎡，普通公園の平均が 45,280 円/㎡と

なり，南部マザーパークの 124,593 円/㎡が最も高くなっています。 

図：面積当たりのコスト比較（過去 3年間の平均） 

 

 

利用者数の推移 

知覧テニスの森公園は年間平均利用者数が 20,410 人と利用者数の多い施設となっています。 

図：過去 3年間の利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

【建物性能】 

・ 建物の耐震性は確保されています。 

 

【コスト状況】 

・ 建物の更新時期が集中しているため，更新費を平準化することが必要となります。 

・ 都市公園では両添公園，普通公園では南部マザーパークで面積当たりのコストが高くなって

おり，市内公園内で類似施設もあるため，各施設ごとに統廃合を検討する必要があります。 

 

【利用状況】 

・ 知覧テニスの森公園は利用者数の多い施設であり,施設の統廃合の際には考慮する必要があ

ります。 
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 行政系施設 

施設概要 

・ 行政系施設は庁舎等（4施設），消防施設（48 施設）の 52 施設が設置されています。 

・ 総建物棟数は 81 棟，総延床面積 14,386.1 ㎡であり，市の保有する公共施設等（建物）延

床面積全体の 5.7％を占めています。 

・ 庁舎等は，職員の執務や市民向けの窓口業務等，市政の拠点施設としての役割を担ってい

ます。 

・ 消防施設は，地域における災害時の待機及び出動，火災予防活動の拠点として設置されて

います。 

表：施設の一覧（1/2） 
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表：施設の一覧（2/2） 

 

 

施設基本情報 

庁舎は頴娃庁舎が昭和 44 年（1969 年），知覧庁舎が昭和 38 年（1963 年），川辺庁舎が昭和 42

年（1967 年）から供用開始され，それぞれ築 52 年から築 58 年が経過し，老朽化が進行していま

す。庁舎は災害時の防災拠点となることから，耐震工事を終了しており安全性は確保されていま

す。令和７年度の新庁舎完成を目標にスムースな施設移行ができるよう行政改革大綱に基づき年

次的に組織再編を行い，公共施設適正配置計画で施設の在り方を検討します。 

消防団車庫・詰所は市民の生命財産を守る重要な施設で市内各地区に設置されています。 

行政系施設を建物性能比較でみると，大きな課題のない施設（類型①）が霜出分団車庫・詰所，

塩屋分団拠点施設車庫・詰所，防災行政無線 3 中継局の 5 施設です。安全性，老朽化は問題ない

が，コスト等ソフト面で改善の余地がある施設（類型②）が頴娃分団車庫・詰所，宮脇分団車庫・

詰所，粟ヶ窪分団詰所，粟ヶ窪分団車庫，石垣分団車庫・詰所などの合計 10 施設となります。 

安全性は問題なく，改修不要又は実施済で，築 15 年以上の施設（類型③）が川辺庁舎別館，御

領分団防災管理センター，大川分団車庫・詰所，松原分団車庫・詰所等の合計 21 施設となります。 

安全性は問題ないが，築 30 年を経過し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型⑤）

が頴娃支所庁舎，知覧本庁舎，川辺支所庁舎，旧塩屋分団車庫・詰所，北区分団神殿車庫等の合

計 8施設となります。 

安全性の確保に加えて，老朽化が進行し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型⑧）

が水成川分団車庫，手蓑分団車庫・詰所，旧塩屋東部車庫等の合計 8施設となります。  
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図：施設の建物性能比較 
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第４章 施設類型ごとの現状と管理に関する基本方針 

改修更新費用の推計 

行政系施設を築年数で見ると，築 30 年を超える建物が，42 棟と全体の 51.9%を占め，築 30 年

未満の建物は 39 棟と全体の 48.1%を占めています。 

年代別の更新費の推計からは，令和 9 年度（2027 年度）から令和 13 年度（2031 年度）までに

多くの大規模改修が予測され，現状の施設を同規模で維持する場合，5年間で 21.8 億円の大規模

改修費及び建替え費が必要と見込まれます。 

図：築年数別の棟数（左）と年代別の更新費用（右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設運営コスト 

面積当たりのコストでは，庁舎等の平均が 7,347 円/㎡，消防施設の平均が 394 円/㎡となり，

防災無線の中継局以外では川辺庁舎別館の 8,269 円/㎡が最も高くなっています。 

図：面積当たりのコスト比較（過去 3年間の平均）（1/2） 
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図：面積当たりのコスト比較（過去 3年間の平均）（2/2） 
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第４章 施設類型ごとの現状と管理に関する基本方針 

現状と課題 

【建物性能】 

・ 耐震性が不足している庁舎は，必用最小限の補強工事を行っていますが，建設後 50 年以上が

経過しているものもあり，建物及び設備の老朽化が進んでいます。庁舎は行政組織の核であ

り，長期的な財政負担の軽減等の視点から，コンパクトかつ効率的な組織の再構築が急がれ，

建替えや大規模改修等の検討が必要になっています。 

・ 行政系施設は，災害時の防災拠点となる施設であり，耐震性のない 8 施設については耐震補

強工事や建替え，または統廃合等の検討が必要です。 

 

【コスト状況】 

・ 行政系施設全般に経年劣化による修繕を要し，一定の経費が予想されます。 

・ 行政系施設の維持管理費は約 0.7 億円となっており，市が保有する一般会計の施設全体の

5.4%を占めています。庁舎は老朽化が進行しており，今後 15 年以内に建替え時期が一斉に到

来し，更新費が集中することが予測されます。 
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 公営住宅 

施設概要 

・ 公営住宅は公営住宅（44 施設），一般住宅（20 施設），特定公共賃貸住宅（11 施設）の 75

施設が設置されています。 

・ 総建物棟数は 260 棟，総延床面積 40,947.9 ㎡であり，市の保有する公共施設等（建築物）

延床面積全体の 16.2％を占めています。 

表：施設の一覧(1/2) 
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表：施設の一覧(2/2) 

 

 

施設基本情報 

公営住宅の建物性能比較をみると，安全性，老朽化は問題ないが，ソフト面で改善の余地があ

る施設（類型②）が椿山団地，緑ヶ丘公営住宅，諏訪下公営住宅，南野元公営住宅，の 4施設と

なります。 

安全性は問題なく，改修不要又は実施済で，築 15 年以上の施設（類型③）がふもと尾鉢公営

住宅，ふもと早田公営住宅，粟ヶ窪公営住宅学校裏など計 36 施設となります。 

安全性は問題なく，老朽化が進行しつつある施設（類型④）が山田比良公営住宅，松木公営住

宅，手蓑公営住宅，浮辺一般住宅の 4施設となります。 

安全性は問題ないが，築 30 年を経過し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型

⑤）が粟ヶ窪公営住宅イセキ前，山田比良公営住宅集会所の 2施設となります。 

新耐震基準以前に建築され，安全性の確保が必要な施設（類型⑦）が吟ノ場公営住宅，御領公

営住宅保育園横，別府公営住宅など計 9施設となります。 

安全性の確保に加えて，老朽化が進行し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型

⑧）がふもと上手公営住宅，ふもと坂上公営住宅など計 20 施設となります。 
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図：施設の建物性能比較 
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第４章 施設類型ごとの現状と管理に関する基本方針 

将来更新費推計 

公営住宅を築年数で見ると，築 30 年を超える建物が，153 棟と全体の 58.8%を占め，築 30 年未

満の建物は 107 棟と全体の 41.2%を占めています。 

年代別の更新費の推計からは，平成 29 年度（2017 年度）から令和 8 年度（2026 年度）までに

多くの大規模改修が予測され，現状の施設を同規模で維持する場合，10 年間で 33.7 億円の大規

模改修費及び建替え費が必要と見込まれます。 

令和 19 年度（2037 年度）からは更新の第二のピークが到来し，令和 19 年度（2037 年度）から

令和 38 年度（2056 年度）の 20 年間で 85.4 億円の大規模改修費及び建替え費が必要と見込まれ

ます。 

図：築年数別の棟数（左）と年代別の更新費用（右） 

 

 

 

 

 

施設運営コスト 

入居一戸当たりのコストをみると，公営住宅の平均が 161,800 円/戸（牧之内公営住宅は建替え

経費が含まれているため除いて算出），一般住宅の平均が 215,600 円/戸，特定公共賃貸住宅の平

均が 126,200 円/戸となっています。 

面積当たりのコストでは，公営住宅の平均が 2,298 円/㎡（牧之内公営住宅は建替え経費が含ま

れているため除いて算出），一般住宅の平均が 2,459 円/㎡，特定公共賃貸住宅の平均が 1,572 円

/㎡となってます。 
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図：公営住宅の入居一戸当たりと，面積当たりのコスト比較（過去 3年間の平均）（1/2） 
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第４章 施設類型ごとの現状と管理に関する基本方針 

図：公営住宅の入居一戸当たりと，面積当たりのコスト比較（過去 3年間の平均）（2/2） 

 

 

※公営住宅は受益者負担がありますが，ここでは受益者負担を考慮せずにコストを算出しています。 
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利用者数の推移 

過去 3年間の入居者の推移をみると，公営住宅の過去 3年間の平均は 10.2 戸，一般住宅の過去

3 年間の平均は 3.3 戸，特定公共賃貸住宅の過去 3 年間の平均は 4.9 戸となります。最も入居戸

数が多いのは山田比良公営住宅で，3年間平均入居者数は 52.7 戸となります。 

入居率をみると，公営住宅の平均は 88.4%，一般住宅の平均は 87.0%，特定公営賃貸住宅の平均

は 98.0%となっており，需要が高いことがうかがえます。 

表：公営住宅の過去 3年間の入居戸数の推移（1/2） 
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図：公営住宅の過去 3年間の入居戸数の推移（2/2） 
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現状と課題 

【建物性能】 

・ 昭和 56 年 6 月以前の旧耐震性の鉄筋コンクリート造の公営住宅については，耐震診断を実

施し，耐震補強工事を行っています。 

・ 築後 30 年以上経過している住宅が多数あり今後の更新・修繕に要する経費の増加が予測さ

れます。 

 

【コスト状況】 

・ 公営住宅の維持管理費は 0.4 億円となっており，市が保有する一般会計の施設全体の 3.0%を

占めています。また，今後 40 年間の更新費用は約 132.7 億円と推計されており，施設類型の

中では 2番目に多い 13.2%を占めています。今後は更新費の削減が課題になります。 

・ 多数の施設が同時期に建設されており，施設の更新時期が集中することが予測されることか

ら，南九州市公営住宅等長寿命化計画に基づき，計画的な改修を進めることにより，コスト

の削減と平準化を図っていく必要があります。 

・ 公営住宅は管理運営にコストを要するため維持管理費が他の施設類型に比べ高額となります。

管理運営の効率化・コスト削減のため，入退居，維持修繕業務の指定管理者制度導入の検討

も必要です。 

 

【利用状況】 

・ 公営住宅の入居状況はほぼ 100%に近い状態ですが，一部入居のない施設もあり，利用状況を

考慮した縮減の検討も必要です。  
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 保健・福祉施設 

施設概要 

・ 保健・福祉施設は児童福祉施設（1施設），高齢者福祉施設（2施設），保健施設（3施設）

の 6施設が設置されています。 

・ 総建物棟数は 11 棟，総延床面積 4,508.4 ㎡であり，市の保有する公共施設等（建築物）

延床面積全体の 1.8％を占めています。 

 

表：施設の一覧 

 

 

施設基本情報 

建物性能が良好で大きな課題がみられない施設（類型①）が知覧保健センターの 1施設です。 

安全性は問題なく，改修不要又は実施済で，築 15 年以上の施設（類型③）が頴娃保健センター

の 1施設となります。 

安全性は問題ないが，築 30 年を経過し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型⑤）

が知覧老人福祉センターの 1 施設となり，安全性の確保に加えて，老朽化が進行し，大規模改修

や建替え等の検討が必要な施設（類型⑧）が第 1 児童館，頴娃老人福祉センター，川辺保健セン

ターの 3施設となります。 
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図：施設の建物性能比較 
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将来更新費推計 

保健・福祉施設を築年数で見ると，築 30 年を超える建物が，7棟と全体の 63.6%を占め，築 30

年未満の建物は 4棟と全体の 36.4%を占めています。 

年代別の更新費の推計からは，令和 14 年度（2032 年度）から令和 18 年度（2036 年度）までに

多くの大規模改修が予測され，現状の施設を同規模で維持する場合，5 年間で 4.8 億円の大規模

改修費及び建替え費が必要と見込まれます。 

令和 34 年度（2052 年度）からは更新の第二のピークが到来し，平成 64 年度（2052 年度）から

令和 38 年度（2056 年度）の 5 年間で 5.6 億円の大規模改修費及び建替え費が必要と見込まれま

す。 

図：築年数別の棟数（左）と年代別の更新費用（右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設運営コスト 

利用者一人当たりのコストをみると，児童福祉施設は第１児童館が 1,247 円/人，高齢者福祉施

設の平均が 986 円/人，保健施設の平均が 382 円/人となり，頴娃老人福祉センターの 1,485 円/人

が最も高くなっています。 

面積当たりのコストでは，児童福祉施設の第１児童館が 23,339 円/㎡，高齢者福祉施設の平均

が 4,829 円/㎡，保健施設の平均が 4,529 円/㎡となり，第１児童館が最も高くなっています。 

図：利用者一人当たりと，面積当たりのコスト比較（過去 3年間の平均） 
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利用者数の推移 

過去 3 年間の利用者の推移をみると，児童福祉施設の過去 3 年間の平均は 4,079 人，高齢者福

祉施設の過去 3年間の平均は 3,665 人，保健施設の過去 3年間の平均は 10,954 人となります。も

っとも利用者が多い施設は知覧保健センターで，過去 3年間の平均は 12,929 人となります。 

図：過去 3年間の利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 

【建物性能】 

・ 老朽化が進行し，施設設備等の更新・修繕等の経費が発生することが予測されます。 

・ 災害時の拠点となる施設や避難所に指定されている施設もあり，建物設備の利用状況や劣化

状況等を把握し，優先度の高い施設から計画的に修繕や更新等を行う必要があります。 

 

【コスト状況】 

・ コスト状況は施設毎に差異が大きく，利用者一人当たりのコストが高い施設については，今

後の施設の在り方を検討する必要があります。 

・ 老朽化が進行しているため，多くの更新費が予測され，今後は更新費の削減が課題になりま

す。 

・ 施設の更新時期が集中する可能性があり,今後は更新費の平準化の検討が必要になります。 

 

【利用状況】 

・ 利用状況は施設毎に差異が大きく，利用者数の少ない施設などは，必要性について協議を進

め，他施設からの用途変更を活用した市民ニーズに合う施設配置など，今後の在り方を検討

する必要があります。 
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 スポーツ・レクリエーション系施設 

施設概要 

・ スポーツ・レクリエーション系施設はスポーツ施設（13 施設），レクリエーション施設（6

施設），保養施設（4施設）の 23 施設が設置されています。 

・ 総建物棟数は 166 棟，総延床面積 27,744.1 ㎡であり，市の保有する公共施設等（建築物）

延床面積全体の 11.0%を占めています。 

表：施設の一覧 

 

 

施設基本情報 

安全性は問題なく，改修不要又は実施済で，築 15 年以上の施設（類型③）が諏訪運動公園（保

健体育課），南九州市農村公園，夢・風の里アグリランドえいなど計 10 施設となります。 

安全性は問題ないが，築 30 年を経過し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型⑤）

が森林馬事公苑，知覧平和公園，頴娃武道館など計 9施設となります。 

新耐震基準以前に建築され，安全性の確保が必要な施設（類型⑦）が大野岳展望台の 1 施設と

なります。 

安全性の確保に加えて，老朽化が進行し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型⑧）

が諏訪運動公園（都市計画課），頴娃運動公園（保健体育課），頴娃運動公園（都市計画課）の 3施

設となります。 
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図：施設の建物性能比較 
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第４章 施設類型ごとの現状と管理に関する基本方針 

将来更新費推計 

スポーツ・レクリエーション系施設を築年数で見ると，築 30 年を超える建物が，65 棟と全体

の 39.2%を占め，築 30 年未満の建物は 101 棟と全体の 60.8%を占めています。 

年代別の更新費の推計からは，令和 4年度（2022 年度）から令和 8年度（2026 年度）までに多

くの大規模改修が予測され，現状の施設を同規模で維持する場合，5年間で 25.7 億円の大規模改

修費及び建替え費が必要と見込まれます。 

令和 34 年度（2052 年度）からは更新の第二のピークが到来し，令和 34 年度（2052 年度）から

令和 38 年度（2056 年度）の 5年間で 40.0 億円の大規模改修費及び建替え費が必要と見込まれま

す。 

図：築年数別の棟数（左）と年代別の更新費用（右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設運営コスト 

利用者一人当たりのコストをみると，スポーツ施設の平均が 5,698 円/人，レクリエーション施

設の平均が 544 円/人，保養施設の平均が 282 円/人となり，頴娃弓道場の 48,378 円/人が最も高

くなっています。 

面積当たりのコストでは，スポーツ施設の平均が 13,641 円/㎡，レクリエーション施設の平均

が 11,811 円/㎡，保養施設の平均が 16,203 円/㎡となり，頴娃運動公園（都市計画課）の 54,575

円/㎡が最も高くなっています。 

図：利用者一人当たりと，面積当たりのコスト比較（過去 3年間の平均） 
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利用者数の推移 

過去 3年間の利用者の推移をみると，スポーツ施設の過去 3年間の平均は 17,543 人，レクリエ

ーション施設の過去 3 年間の平均は 27,225 人，保養施設の過去 3 年間の平均は 75,444 人となり

ます。もっとも利用数が多いのは，岩屋公園で過去 3年間の利用者平均は 101,333 人となります。 

図：過去 3年間の利用者数の推移 
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現状と課題 

【建物性能】 

・ スポーツ・レクリエーション系施設は，築 15 年から築 29 年の建物が 99 棟と施設類型の約

59.6%を占めており，建築時期が集中しています。 

 

【コスト状況】 

・ 建築時期が集中しており，更新費が集中することが予測されます。今後はコストの平準化が

求められます。 

・ コスト状況は施設毎に差異があります。面積当たりのコストでは保養施設が高額になってい

ますが，利用者数あたりのコストはスポーツ施設が高額になっています。 

・ スポーツ・レクリエーション系施設の維持管理費は 2.6 億円となっており，市が保有する一

般会計の施設全体の 19.6%を占めています。また，今後 40 年間の更新費の推計値は約 122.4

億円であり，施設類型の中では 3番目に多い 12.2％を占めています。施設に求められている

機能を考慮し，コストの縮減を図ることが必要です。 

・ スポーツ施設，レクリエーション施設の多くは都市公園内に配置されていることから，関係

部署と連携し，コストの状況等を考慮し，施設管理を行う必要があります。 

 

【利用状況】 

・ 利用状況は施設毎に差異があります。保養施設は全体的に利用者数が多くなっています。 

・ 保養施設については，利用状況を考慮しつつ，保健福祉の観点から公共施設としての必要性

を明らかにし，施設の縮減や長寿命化を図る必要があります。 
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 産業系施設・供給処理施設 

施設概要 

・ 産業系施設は 17 施設，供給処理施設は 1施設が設置されています。 

・ 産業系施設の総建物棟数は 57 棟，総延床面積 18,958 ㎡であり，市の保有する公共施設

等（建築物）延床面積全体の 7.5％を占めています。 

・ 供給処理施設の総建物棟数は 10 棟，総延床面積 2,161 ㎡であり，市の保有する公共施設

等（建築物）延床面積全体の 0.9％を占めています。 

表：施設の一覧 

 

施設基本情報 

産業系施設 

産業系施設は建物性能が良好で大きな課題がみられない施設（類型①）が霜出げんき館，ふれ

あい交流館の 2施設となります。 

安全性，老朽化は問題ないが，コスト等ソフト面で改善の余地がある施設（類型②）が知覧農

業振興センター，川辺やすらぎ館特産加工施設，集落拠点施設（川辺やすらぎの郷増築分），水土

利館の 4施設となります。 

安全性は問題なく，改修不要又は実施済で，築 15 年以上の施設（類型③）が，お茶街道 ゆと

り館，川辺農業構造改善センター，知覧農産物処理加工施設，川辺やすらぎの郷など計 10 施設と

なります。 

安全性は問題ないが，築 30 年を経過し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型⑤）

が頴娃農村婦人の家の 1施設となります。 

 

供給処理施設 

安全性は問題なく，改修不要又は実施済で，築 15 年以上の施設（類型③）が川辺清掃センター

の 1施設となります。  
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図：施設の建物性能比較 

産業系施設 

 

 

供給処理施設 
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将来更新費推計 

産業系施設 

産業系施設を築年数で見ると，築 30 年を超える建物が，5 棟と全体の 8.8%を占め，築 30 年未

満の建物は 52 棟と全体の 91.2%を占めています。 

年代別の更新費の推計からは，令和 9 年度（2027 年度）から令和 13 年度（2031 年度）までに

多くの大規模改修が予測され，現状の施設を同規模で維持する場合，5年間で 35.4 億円の大規模

改修費が必要と見込まれます。 

図：築年数別の棟数（左）と年代別の更新費用（右） 

産業系施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

供給処理施設 

供給処理施設を築年数で見ると築 30 年以下の建物が 10 棟と 100.0%で，築年数の浅い建物が多

数である施設類型となります。 

年代別の更新費の推計からは，令和 4年度（2022 年度）から令和 8年度（2026 年度）までに多

くの大規模改修が予測され，現状の施設を同規模で維持する場合，5 年間で 2.6 億円の大規模改

修費及び建替え費が必要となりますが，当該施設は令和 6 年度に広域による統廃合が計画されて

いることから，大規模改修は抑制されることが見込まれます。 

 

図：築年数別の棟数（左）と年代別の更新費用（右） 
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施設運営コスト 

利用者一人当たりのコストをみると，産業系施設の平均が 2,615 円/人，供給処理施設は 1,610

円/人となり，頴娃農業開発研修センターの 16,965 円/人が最も高くなっています。 

面積当たりのコストでは，産業系施設の平均が 6,090 円/㎡，供給処理施設は 32,846 円/㎡とな

り，産業系施設ではお茶街道 ゆとり館の 26,395 円/㎡が最も高くなっています。 

図：利用者一人当たりと，面積当たりのコスト比較（過去 3年間の平均） 

 

 

 

 

 

利用者数の推移 

過去 3年間の利用者の推移をみると，産業系施設の過去 3年間の平均は 10,955 人，供給処理施

設の過去 3年間の平均は 44,079 人となります。もっとも利用者数が多い，川辺やすらぎの郷の過

去 3年間の利用者平均は 466,957 人となります。 
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図：過去 3年間の利用者数の推移 

 

現状と課題 

【建物性能】 

・ 産業系施設，供給処理施設は築 30 年未満の建物が多く，比較的新しい建物の多い類型となっ

ています。 

・ 日常点検等により劣化状況，危険度を把握し適切な時期に計画的に修繕等を行い，財政負担

の軽減や平準化を図ることが必要とされます。 

 

【コスト状況】 

・ 建築時期が集中しており，更新時期が集中することが予測されます。更新費の削減や平準化

が必要になります。 

・ 採算性の比較的高い施設については，管理主体の変更や民営化の考慮も必要です。 

 

【利用状況】 

・ 利用状況は施設毎に差異が大きく，利用数が少ない施設については利用促進を図る対策や施

設の統廃合等の検討が必要になります。 
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 その他施設 

施設概要 

・ その他施設は火葬場（2施設），教職員住宅（46 施設），その他（12 施設）の 60 施設が設

置されています。 

・ 総建物棟数は 115 棟，総延床面積 8,534.1 ㎡であり，市の保有する公共施設等（建築物）

延床面積全体の 3.4％を占めています。 

・ 火葬場は南九州市火葬場条例により設置されています。 

・ 教職員住宅は南九州市教職員住宅管理規則により管理されており，南九州市立小中学校

に在籍する教職員の入居を目的として設置されています。 

 

表：施設の一覧（1/2） 
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表：施設の一覧（2/2） 
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施設基本情報 

安全性，老朽化は問題ないが，コスト等ソフト面で改善の余地がある施設（類型②）が大川駐

車場便所，知覧本庁西側駐車場 東屋の 2施設となります。 

安全性は問題なく，改修不要又は実施済で，築 15 年以上の施設（類型③）が頴娃浄楽苑，川辺

火葬場，霜出小教頭住宅などの計 24 施設となります。 

安全性は問題ないが，築 30 年を経過し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型⑤）

が粟ヶ窪小校長住宅，九玉小教頭住宅などの計 14 施設となります。 

安全性の確保に加えて，老朽化が進行し，大規模改修や建替え等の検討が必要な施設（類型⑧）

が頴娃小校長住宅，頴娃小教頭住宅，宮脇小校長住宅などの計 20 施設となります。 

図：施設の建物性能比較 
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将来更新費推計 

その他施設を築年数で見ると，築 30 年を超える建物が，91 棟と全体の 79.1%を占め，築 30 年

未満の建物は 24 棟と全体の 20.9%を占めています。 

年代別の更新費の推計からは，令和 24 年度（2042 年度）から令和 38 年度（2056 年度）までに

多くの建替えが予測され，現状の施設を同規模で維持する場合，15 年間で 24.1 億円の大規模改

修費及び建替え費が必要と見込まれます。 

図：築年数別の棟数（左）と年代別の更新費用（右） 

施設運営コスト 

利用者一人当たりのコストをみると，火葬場の平均が 1,680 円/人，入居者一人あたりのコスト

をみると，教職員住宅の平均が 106,583 円/戸となり，川辺小教頭住宅の 572,667 円/人が最も高

くなっています。 

面積当たりのコストでは，火葬場の平均が 26,234 円/㎡，教職員住宅の平均が 993 円/㎡，その

他の平均が 14,615 円/㎡となり，公衆便所（頴娃地区）の 62,623 円/㎡が最も高くなっています。 

図：利用者一人当たりと，面積当たりのコスト比較（過去 3年間の平均） 
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図：教職員住宅の入居一戸当たりと，面積当たりのコスト比較（過去 3年間の平均） 
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利用者数の推移 

利用者の推移をみると，火葬場の過去 3年間の平均は 6,800 人となります。 

教職員住宅は大多数で入居があり，利用率が高いことがうかがえます。 

図：過去 3年間の利用者数の推移 

 

表：教職員住宅の過去 3年間の入居戸数の推移（1/2） 
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表：教職員住宅の過去 3年間の入居戸数の推移（2/2） 

 

 

 

現状と課題 

【建物性能】 

・ 火葬場の 2施設は耐震性があり，安全性は確保されていますが，老朽化が進行しつつありま

す。今後は施設の特性上，バリアフリーに配慮した修繕等が求められます。 

・ 教職員住宅は老朽化が進行しており，多額の更新費が必要と予測されています。 

・ その他施設には多くの普通財産が含まれ，施設の廃止に伴い遊休化している建物は劣化が進

行しており，今後は普通財産の縮減が課題になります。 

 

【コスト状況】 

・ 令和元年度から本市の火葬を頴娃浄楽苑と川辺火葬場の 2 施設で行っているため，利用者数

が増加しコストも増加傾向にあります。今後も老朽化が進む施設及び設備の維持管理経費が

見込まれることから，施設の統合など検討が必要になります。 

・ 教職員住宅の維持管理費は施設毎に差異があり，維持管理費が高く,利用のない施設につい

ては，用途変更や廃止の検討が必要になります。 

 

【利用状況】 

・ 令和元年度から本市の火葬を 2施設で行っているため，しばらくは高い利用率となります。

火葬場施設は人口動態から今後需要が見込まれますが，長期的には需要は減少することが予

測され，人口動態に合わせた施設運営が必要となります。 

・ 教職員住宅は施設が老朽化しているため更新・修繕に要する経費が大幅に必要と見込まれま

す。老朽化が著しく多額の補修経費を必要とする場合は，入居者には民間等の住宅を斡旋す

ることとし，補修等は実施せず解体等を検討します。。 
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 上水道施設 

施設概要 

・ 上水道施設で建物を保有する施設は 71 施設となります。 

・ 総建物棟数は 81 棟，総延床面積 1,922.0 ㎡であり，市の保有する公共施設等（建築物）

延床面積全体の 0.8％を占めています。 

・ 建物の多くはポンプ場や機械室であり，延床面積は 100 ㎡以下の建物が大半を占めてい

ます。 

表：上水道施設（建物）の一覧（1/2） 
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表：上水道施設（建物）の一覧（2/2） 

 

 

 

 

 下水道施設 

施設概要 

・ 下水道施設で建物を保有する施設は 3施設となります。 

・ 総建物棟数は 3棟，総延床面積 1,514.2 ㎡であり，市の保有する公共施設等（建築物）延

床面積全体の 0.6％を占めています。 

 

表：下水道施設（建物）の一覧 
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 その他市有財産 

（1/2） 

 



 

99 

第４章 施設類型ごとの現状と管理に関する基本方針 

（2/2） 
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 インフラの現状 

 道路 

本市の市道認定道路は，実延長約 1,202,824m，道路部面積では約 6,982,489 ㎡を保有しており，

林道の実延長は約 103,190m，農道の実延長は約 243,400m を保有しています。 

将来更新費の推計結果は，平成 29 年（2017 年）から 40 年間で 835.7 億円で，年平均当たり

20.9 億円と予測されています。 

 

【現状と課題】 

道路は，交通量の増加や車両の大型化により舗装の損傷による補修及び改良路線は多くなって

おり，計画的に事業推進する必要があります。 

林道は，台風・長雨等による法面崩土や路面（砂利道）の荒廃及び側溝の土砂詰まり，交通量

の減少に伴う除草（路面・法面）の維持業務が多くなっていますが，林道維持の予算も少なく全

路線に対応しきれていない状況です。 

農道は，受益者管理を基本としており，補修用の生コンクリート，砂利など原材料支給により

支援しています。地域によっては，自らの施設維持管理へ国の支援事業を活用して取り組んでい

るところがありますが，道路の維持補修の要望は多くなっています。 

【現在までの取組み】 

これまでの道路の維持管理は日常的なパトロールを行い，路面の劣化の激しい部分の点検・調

査を実施しています。 

林道に関しては，路面維持補修・側溝の土砂除去・除草作業・法面崩土補修・風倒木処理など

の補修や作業を行っています。 

農道に関しては，受益者への日常的維持管理の啓発，除草，植栽管理，路面のポケット補修，

パトロール等を行っています。 

 

 橋梁 

本市の橋梁は，これまでに 307 橋が整備され，総延長約 4.7Kｍを保有しています。林道では 2

橋，総延長 16ｍが整備されており，農道では 8橋，総延長 443ｍが整備されています。 

将来更新費の推計結果は，平成 29 年（2017 年）から 40 年間で 94.7 億円で，年平均当たり 2.4

億円と予測されています。 

 

【現状と課題】 

橋梁の多くは昭和 30 年代以降に建設され，今後修繕費用や更新費用の急増が予測されます。 

【現在までの取組み】 

橋梁長寿命化修繕計画策定及び計画に基づいた詳細点検や，修繕を実施しています。 
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 港湾 

本市の港湾は，4港湾を保有しています。 

 

【現状と課題】 

港湾施設は，一般的に厳しい自然状況の下に置かれることから，材料の劣化，損傷等により，

今後修繕費用や更新費用が予測されます。 

【現在までの取組み】 

港湾維持管理計画に基づいた日常点検及び一般定期点検や，修繕を実施しています。 

 

 樋門 

本市は，14 樋門を保有しています。 

 

【現状と課題】 

樋門施設は，河川増水時に家屋や耕作地への浸水被害を防止するために設置されたもので，水

の影響を受けやすいことから，機材の劣化等により，今後修繕費用や更新費用が予測されます。 

【現在までの取組み】 

点検整備簿に基づき月 1回点検を実施し，施設の更新や修繕を実施しています。 

 

 上水道 

上水道事業においては，南九州市上水道事業として総延長734,014ｍの管渠を保有しています。 

 

【現状と課題】 

多くの施設が築後 30 年を迎え，経年劣化による更新修繕費の増加が予測されます。 

【現在までの取組み】 

日常的維持管理，パトロール等や保守点検等の結果に基づき，軽微なものは早急に修繕を行い，

大規模改修の回避によるコスト縮減と施設の長寿命化を図っています。 

 

 下水道 

本市は公共下水道及び農業集落排水の総延長 64,684ｍの管渠を保有しています。 

 

【現状と課題】 

現在整備されている下水道施設は，法定耐用年数に近づきつつあり，更新時期が集中すること

が予測されます。 

【現在までの取組み】 

日常的維持管理，パトロール等や保守点検等の結果に基づき軽微なものは早急に修繕を行い，

大規模修繕の回避によるコスト縮減と施設の長寿命化を図っています。 
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 施設類型ごとの基本方針 

 

 

  

施設類型 基本的な方針 

【学校教育系施設】 

学校 ・ 小中学校とも老朽化が進行しています。今後は児童生徒数の推移や，

地域コミュニティとしての役割を考慮し南九州市学校施設長寿命化計

画を基本に補修整備を行います。 

・ 再編については，地域等の要望により進めていきます。 

【市民文化系施設】 

文化会館・ 

地区公民館 

・ 老朽化が進行しており，多くの更新費が必要と予測されます。地域文

化活動や地区公民館活動の観点から，利用状況や効率的に運営するた

めの方策について調査及び研究を行い，管理運営方針を策定します。 

・ 施設に求められている機能や維持管理費等を勘案のうえ優先順位等を

つけ，施設の効率化及び長寿命化を検討します。 

・ 施設管理者の日常点検の確実な実施等を行うことで劣化状況や危険度

を把握し，点検結果の蓄積を行い老朽化対策等に活用することで財政

負担の軽減や平準化を図ります。 

【社会教育系施設】 

図書館・博物館等 ・ 生涯学習拠点施設としての視点から，利用促進対策を検討し，施設・

設備の状況把握に努めるとともに，指定管理者制度の導入について検

討します。 

・ 施設によっては利用状況等を把握したうえで，統合や廃止等を含めて

適切な管理について検討します。 

・ 比較的新しい施設が多いが，一部の施設設備で老朽化が進行している

ため，適切な点検等を行い状況を把握し，長寿命化を図るとともに財

政負担の軽減や平準化を図ります。 

【子育て支援施設】 

幼稚園 ・ 施設管理者による日常点検を実施し適切に管理していますが，施設設

備等に係る修繕経費が発生することが予測されることから，維持管理

費等を勘定のうえ優先順位をつけ，施設の効率化及び長寿命化を検討

します。 

・ 子ども子育て支援施策に基づく保育所・認可外施設の認定こども園及

び地域型保育事業への転換や，今後の施設利用者数の推移を考慮しな

がら，施設の在り方等について検討します。 
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施設類型 基本的な方針 

【公園】 

公園 

 

・ 老朽化により各施設の改築・改修が必要で，今後多額の再整備費用が

予測されます。市内公園内で類似施設もあるため，各施設ごとに統廃

合を検討します。 

・ 各公園の巡回と点検を行い，公園施設の劣化や損傷を早期に発見し，

事故の予防に努めます。 

・ 適切な維持管理を行うとともに 7 カ所の都市公園は，公園施設長寿命

化計画及び安心安全計画に基づき，施設の改築改修事業を行い，財政

負担の平準化と低減を図ります。 

・ 保有する農村公園では設置から 30 年以上経過したものが多く，老朽化

が進行しています。施設管理者である自治会と協力し日頃の適切な安

全点検により，公園施設の劣化や有害なハザードを早期に発見するな

ど，適切な維持管理を行うことで安全確保を図ります。 

・ 農村公園については，市費による改修・更新は行わないこととし，施設

の利用が見込めない場合は廃止を含め検討します。 

【行政系施設】 

庁舎等 

 

・ 庁舎は頴娃庁舎が昭和 44 年，知覧庁舎が昭和 38 年，川辺庁舎が昭和

42 年から供用開始され，それぞれ築 47 年から 53 年が経過し，老朽化

による，大規模改修費及び建替え費用を要することが予測されます。

建物の利用状況や劣化状況等を把握し緊急度や優先度に応じ管理を行

い，庁舎施設の統合，縮減及び長寿命化を図ります。 

・ 令和 7 年度の新庁舎完成を目標にスムースな施設移行ができるよう行

政改革大綱に基づき年次的に組織再編を行い，施設の改修等を検討し

ます。 

消防施設 ・ 消防団車庫・詰所は市民の生命財産を守る重要な施設です。老朽化に

よる修繕費等の経費が必要であるため，地域内広域連携を考慮し施設

の統廃合を検討します。 

・ 地域情勢や施設状況を把握し優先度の高い施設から順に計画的に修繕

や更新を行うなど，管理運営の効率化等について見直しを行うことに

よって長寿命化及び財政負担の軽減や平準化を図ります。 
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施設類型 基本的な方針 

【公営住宅】 

公営住宅 ・ 築後 30 年以上経過している住宅が多数あり今後の更新・修繕に要する

経費の増加が予測されるため，市公営住宅長寿命化計画に基づき，施

設管理を適切に実施し，優先順位に基づく改修等を行うことで，コス

トの縮減及び平準化を図るとともに公営住宅の縮減及び長寿命化を図

ります。 

・ 管理運営の効率化のため，入退居，維持修繕業務の指定管理者制度導

入に向け調査研究を進めます。 

【保健・福祉施設】 

老人福祉センター・保

健センター等 

・ 施設の老朽化が進行し，施設設備等の更新・修繕等の経費が発生する

ことが予測されることから，同類施設毎の事業継続の有無や民間移管

等を含めて検討します。 

・ 災害時の拠点となる施設や避難所に指定されている施設もあることか

ら，建物設備の利用状況や劣化状況等を把握し，優先度の高い施設か

ら計画的に修繕や更新等を行うことによって，コストの縮減及び平準

化，施設の縮減，長寿命化を図ります。 

【スポーツ・レクリエーション系施設】 

スポーツ施設 

体育館・武道館等 

・ 老朽化により施設の再整備が必要な状況であり，施設に求められてい

る機能や維持管理費等を考慮し，利用状況や必要度に応じ施設に優先

順位等をつけ計画的に修繕や更新等を行うことによりコストの縮減及

び平準化を図るとともに施設の効率化及び長寿命化を図ります。 

・ 多くの施設が都市公園内に設置されていることから関係部署と連携

し，施設管理者による施設設備等の安全点検を行います。 

保養施設 

温泉センター等 

・ 多くの施設は指定管理制度による運営を実施していますが，使用料や

自主事業等の収入で運営していくことが困難な状況で，多額の委託料

が発生しています。また，施設設備の老朽化に伴う多額の修繕料の発

生も予測されることから，同類施設毎の在り方検討会を組織し，施設

の規模の縮小，民間移管，廃止を含めて検討します。 

・ 保健福祉の観点から，公共施設としての必要性を明らかにし，指定管

理者による日常点検結果や施設に求められている機能を踏まえ，その

必要性の優先度が高い施設から計画的に修繕や更新を行い長寿命化及

び財政負担の軽減や平準化を図ります。 
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第４章 施設類型ごとの現状と管理に関する基本方針 

 

施設類型 基本的な方針 

【産業系施設】 

農業開発研修センタ

ー・物産館等 

・ 地域の観光資源の分布状況や地域活性化の視点から公共施設としての

必要性を明確にした上で，周辺類似施設等との重複状況や採算性等を

考慮し，管理運営の効率化等について統廃合を含めた見直しを行い，

採算性の比較的高い施設については，管理主体の変更や民営化を検討

します。 

・ 日常点検等により劣化状況，危険度を把握し適切な時期に計画的に修

繕等を行い，財政負担の軽減や平準化を図るとともに施設の長寿命化

を図ります。 

【供給処理施設】 

川辺清掃センター 

 

 

・ 幾つかの施設は大規模改修を実施し延命化を図ったが，施設全体が老

朽化していることから，修繕箇所とその頻度が増加すると見込まれる

ため，施設の再編計画を念頭に，状況に応じた修繕や改修を行い財政

負担の軽減や平準化を図ります。 

・ 現施設の存続期間中は日常点検等を実施し，軽微な補修を随時実施す

ることで大規模な修繕が発生しないように努める中で，統廃合を推進

し，より効率的で経済的な施設の整備を行います。 

・ 南薩地区新クリーン

センター 

・ （市区町村域を超え

た広域的な検討） 

・ 老朽化の進む清掃センターの統合，集約などごみ処理の広域化による

効率的な運用を図るため，枕崎市，南さつま市，南九州市，日置市で

構成する一部事務組合において令和 6 年度供用開始を目標とする南薩

地区新クリーンセンターの建設を推進します。 

【その他施設】 

火葬場・教職員住宅 ・ 本市火葬場は，住民の代表で組織する火葬場検討委員会による火葬行

政のあり方についての答申を受け，本市が単独で保有する 2 施設で当

分の間，本市全域の火葬を行い施設の耐用年数，老朽化等を考慮し統

合を検討します。 

・ 施設の存続期間中は日常点検等の結果に基づき，軽微な補修を随時実

施し，大規模な修繕が発生しないように努めることで財政負担の軽減

や平準化を図ります。 

・ 教職員住宅は施設が老朽化しているため更新・修繕に要する経費が大

幅に必要と見込まれます。老朽化が著しく多額の補修経費を必要とす

る場合は，入居者には民間等の住宅を斡旋することとし，補修等は実

施せず解体等を検討します。 

【普通財産】 

施設普通財産 ・ 施設の廃止に伴い遊休化している土地は荒廃し建物は劣化が進み，維

持に要する経費等が増大していることから，施設の払い下げや譲渡等

を検討し，普通財産の縮減に努めます。 
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第４章 施設類型ごとの現状と管理に関する基本方針 

施設類型 基本的な方針 

【道路・橋梁・トンネル・港湾・樋門・上下水道】 

道路 ・ 市道は交通量の増加や車両の大型化により舗装の損傷による補修及び

改良路線が多くなっており，計画的に事業推進を行う必要があります。 

・ 舗装等については，日常的な道路パトロールにより路面状況の把握を

行い，維持補修計画の共有化のもと小規模修繕に努め，オーバーレイ

による補修はコスト縮減を図り長寿命化を図ります。また，新規の改

良，舗装については補助事業を活用し，安全確保や施設更新を進めて

いきます。 

・ 林道の突発的な災害（法面崩土・風倒木等）に対しては，これまで通

り業務委託により迅速に対応し，路面維持補修・側溝の土砂除去・除

草作業等は，年度毎の計画を立て効率よく実施しコスト縮減・平準化

を図ります。 

・ 農道については，受益者管理を基本とし，補修用の原材料支給で支援

していますが，道路の維持補修の要望は多く，今後は施設維持管理に

必要な費用を，国の交付金による支援事業を活用できるように推進し，

財政負担の軽減や平準化を図ります。新規の改良，舗装については補

助事業の活用を検討し安全確保や更新を進めていきます。 

・ 橋梁 ・ 橋梁の多くは昭和 30 年代以降に建設されたものであり，今後修繕や更

新費用の急増が予測され，長寿命化修繕計画に基づき維持管理するこ

とで費用の低減を図り，橋梁の長寿命化を図ります。 

・ 整備については補助事業等を活用し，工法等を検討することにより，

経費節減に努め安全確保や施設更新の進捗を図ります。 

トンネル ・ 平成 9 年に建設された花園トンネルがあり，今後修繕や更新費用が予

測され，長寿命化修繕計画に基づき維持管理することで，トンネルの

長寿命化を図ります。 

港湾 ・ 港湾施設は災害や自然状況の影響を受けやすく，施設の性能低下が生

じることが懸念されることから，今後修繕費用の急増が予測され，維

持管理計画に基づき維持管理することで費用の低減を図り，港湾の長

寿命化を図ります。 

樋門 ・ 老朽化による更新修繕費が予測され，施設設備の更新修繕等について

は，耐用年数や保守点検等の結果を勘案し，ライフサイクルコスト等

を踏まえ，事前に必要経費を把握し，優先順位をつけ計画的に実施す

ることでコストの縮減や平準化及び施設の長寿命化を図ります。 

上水道（管渠） ・ 老朽化による更新修繕費の増加が予測され，施設設備の更新修繕等に

ついては，耐用年数や保守点検等の結果を勘案し，ライフサイクルコ

スト等を踏まえ，事前に必要経費を把握し，優先順位をつけ計画的に

実施することでコストの縮減や平準化及び施設の長寿命化を図りま

す。 

下水道（管渠） ・ 施設は法定耐用年数に近づきつつあり，更新時期が集中することが予

測されます。劣化初期の段階から対策を実施することにより，大規模

修繕の回避によるコスト縮減と施設の継続利用を推進するとともに，

耐久性の高い工法の採用などを検討し，長寿命化を図ります。 
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第５章 今後の取組みについて 

第５章  今後の取組みについて 

 取組み体制 

 全庁的な体制の構築 

全庁的な体制の構築 

本市では，将来にわたり行政サービスが持続可能となる公共施設等のマネジメントを確実に実

行していくため，行財政改革・政策立案・財産管理の各所管部署と公共施設等の各所管部署が連

携するとともに，全庁的な推進体制の構築を図ります。 

公共施設等の更新や統廃合の事業化にあたっては，その利活用方針や優先順位の決定について，

関係課による部門横断的な組織体において協議する仕組みを検討します。そのため，公共施設等

のマネジメントを推進する主体的な部署を置き，関係部署との連携強化を図るとともに，個々の

施設の長寿命化や適切な維持保全の推進に関する施設責任者の意見・提案を的確に把握し，反映

する方策を検討します。 

 

情報管理・共有の推進 

本市の公共施設等に関する情報はデータ化して継続的な更新を行いながら活用することとし，

特に維持管理費用や利用状況などについても定期的な情報更新に努め，庁内での情報共有を図る

こととします。 

また，職員一人ひとりが公共施設等の現状や経営的視点に立った総量適正化，維持管理への理

解を深めていくことの重要性を踏まえ，説明会の開催などにより庁内の公共施設等マネジメント

意識の高揚及び共有を図ります。 
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第５章 今後の取組みについて 

 フォローアップの実施 

本計画は，5年を単位に見直すことを基本とし，本市の財政状況や制度変更等に合わせて適宜見

直しを行い，上位計画である南九州市総合計画や南九州市行政改革大綱への反映を行うこととし

ており，PDCA サイクルを活用した継続的な取組みを行うことが重要です。 

このために必要なフォローアップの実施方針を以下に定めます。 

 

・ Plan（公共施設等総合管理計画の策定やこれに基づく実行計画の立案・見直し），Do（公共施

設マネジメントを庁内横断的に実施），Check（施設カルテ等の活用による定期的な検証），

Action（費用の削減，機能更新，複合化等の実施）を一連の流れとして，PDCA サイクルを回

しながら適切な進行管理を行います。 

・ この計画で定めた方針等については随時見直しを行い，南九州市総合計画の実施計画へ反映

させていきます。 

・ 広報やパブリックコメントによる周知，市民アンケートの意見集約を積極的に活用するとと

もに，この計画に基づく個々の施設の更新にあたっては，市民への情報共有を図ります。 

PLAN 
（計画） 

公共施設等総合管理計画の策定や，
これに基づく実行計画の⽴案・見直し 費⽤の削減，機能更新，

複合化等の実施 

施設カルテ等の活⽤に
よる定期的な検証 

公共施設マネジメントを庁内
横断的に実施 

CHECK 
（検証） 

DO 
（実施） 

ACTION 
（改善） 
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巻末資料 （前期実績・後期計画等） 

 施設保有量の推移 

 

施設全保有量（施設全延床面積）の年次推移 

 

※R3 は令和 3年 9月末現在の数値 

 

 
 

 前期に行った対策の実績 【公共施設等の長寿命化等実績】 

 

施設の長寿命化対策 実績 （1/2） 

 



 

 110 

（2/2） 

 

 

施設全部処分 実績 
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施設の一部解体・建替・新設 実績 

 

 

 

 

インフラ公共物の長寿命化対策 実績  

（橋梁補修等） 

 



 

 112 

（道路補修等） 
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 後期の事業計画 【公共施設等の長寿命化等事業など】 

公共施設等総合管理計画事業導入リスト 

≪施設関係事業≫（1/3） 
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（2/3） 
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（3/3） 

≪インフラ公共物関係事業≫ 社会基盤施設の長寿命化事業 

（1/3） 
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（2/3） 
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（3/3） 

 

 

 

≪インフラ公共物関係事業≫ 再生可能エネルギー関連事業 
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 公共施設適正配置計画の重点取組施設 

 本市にある 462 施設の中で，特に今後の方向性を検討する必要のある 62 施設を重点取組施設

と位置付けて公共施設適正配置計画で検討していく予定です。 

（重点取組施設） 
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